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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高 （百万円） 9,187 10,293 13,229 13,334 12,632

経常利益 （百万円） 3,787 2,675 2,989 2,107 2,629

当期純利益 （百万円） 1,946 1,309 1,382 749 1,654

包括利益 （百万円） － － 1,380 732 1,691

純資産額 （百万円） 13,141 14,508 15,999 14,722 16,291

総資産額 （百万円） 15,115 17,372 20,917 19,649 20,083

１株当たり純資産額 （円） 856.29 938.741,021.07984.001,086.59

１株当たり当期純利益金額 （円） 128.19 85.03 89.34 49.98 110.83

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） 125.28 84.28 88.96 49.88 110.73

自己資本比率 （％） 86.9 83.5 75.7 74.7 80.8

自己資本利益率 （％） 16.0 9.5 9.1 4.9 10.7

株価収益率 （倍） 28.9 74.9 36.1 42.7 14.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,158 1,840 2,599 1,043 2,836

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 433 △2,660 △854 △2,971 △946

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 48 110 △101 △1,943 △137

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 10,371 9,663 11,293 7,423 9,199

従業員数 （人） 242 300 351 472 477

（外、平均臨時雇用者数） 　 (61) (63) (62) (76) (80)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は各期の正社員の合計であります。

３．第13期より、従来、販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料及び販売促進費の一部について、売上高

から控除する方法（純額表示）に変更したため、第10期から第12期については遡及適用後の数値を記載して

おります。

４．当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。第10期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額を算定しております。
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(2)　提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成21年３月平成22年３月平成23年３月平成24年３月平成25年３月

売上高 （百万円） 9,187 10,293 13,229 12,381 11,563

経常利益 （百万円） 3,957 2,871 3,314 1,626 2,212

当期純利益 （百万円） 2,124 1,407 1,454 217 1,159

資本金 （百万円） 3,725 3,753 3,765 3,765 3,765

発行済株式総数 （株） 153,466154,552155,092155,106155,106

純資産額 （百万円） 13,346 14,810 16,225 14,571 15,608

総資産額 （百万円） 15,304 17,601 21,136 19,062 19,233

１株当たり純資産額 （円） 869.65 958.251,045.28973.881,040.83

１株当たり配当額 （円） － 500.001,000.001,000.002,200.00

（１株当たり中間配当額） 　 (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 139.96 91.40 94.01 14.50 77.63

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） 136.78 90.60 93.61 14.47 77.57

自己資本比率 （％） 87.2 84.1 76.7 76.2 80.8

自己資本利益率 （％） 17.3 10.0 9.4 1.4 7.7

株価収益率 （倍） 26.5 69.7 34.3 147.3 21.0

配当性向 （％） － 5.5 10.6 69.0 28.3

従業員数 （人） 226 259 327 412 410

（外、平均臨時雇用者数） 　 (58) (58) (60) (75) (79)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は各期の正社員の合計であります。

３．第13期より、従来、販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料及び販売促進費の一部について、売上高

から控除する方法（純額表示）に変更したため、第10期から第12期については遡及適用後の数値を記載して

おります。

４．当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。第10期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額を算定しております。なお、１株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の額

を記載しております。
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２ 【沿革】

年月 概要

平成11年６月
Web系求人情報サイト「Find Job !」の運営のため、東京都渋谷区神泉町に有限会社イー・マー

キュリーを設立（出資金300万円）

平成12年５月 本社を東京都渋谷区円山町に移転

平成12年10月株式会社イー・マーキュリーへ組織変更（資本金1,000万円）

平成13年２月 ニュースリリース配信代行事業として「＠Press」の運営を開始

平成14年１月 「Find Job !」の求人広告掲載を有料化

平成14年５月 中小企業創造活動促進法（注１）の認定を受ける

平成14年８月 本社を東京都渋谷区道玄坂に移転

平成16年２月 インターネットメディア事業（現・ソーシャルネット事業）として

　 ソーシャル・ネットワーキング サービス（注２）「mixi」の運営を開始

平成16年７月 本社を東京都渋谷区道玄坂渋谷マークシティウエストに移転

平成17年１月 「mixi」プレミアム会員サービスを開始

平成17年８月 「mixi」のユーザー数が100万人を突破

　 ニュースリリース配信代行サービス「＠Press」の営業譲渡

平成18年２月 株式会社ミクシィに商号変更

平成18年６月 プライバシーマークの認定を受ける

平成18年９月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

平成19年５月 「mixi」のユーザー数が1,000万人を突破

平成19年８月 本社を東京都渋谷区神宮前に移転

平成20年５月 中国に上海明希網絡科技有限公司（現・連結子会社）を設立

平成22年４月 「mixi」のユーザー数が2,000万人を突破

平成23年４月
インターネット求人広告事業（現・Find Job !事業）「Find Job !」を分社化し、株式会社ミク

シィ・リクルートメントを設立

　 本社を東京都渋谷区東に移転

平成24年３月 米国にmixi America, Inc.（連結子会社）を設立

平成25年１月
株式会社ネットマイルより分割されたインターネットリサーチ事業を取得し、株式会社ミクシィ

・リサーチを連結子会社化

（注）１．正式名称：「中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法」（現在は「中小企業の新たな事業活

動の促進に関する法律」に整理・統合）

２．ソーシャル・ネットワーキング サービス(以下「SNS」という。)とは、身近な友人・知人とのコミュニケー

ションや、共通の趣味嗜好に関する情報交換等を目的として利用されるWebサービスであります。
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３ 【事業の内容】

　当社グループは、当社（株式会社ミクシィ）、連結子会社７社及び持分法適用関連会社４社により構成されておりま

す。

　当社グループの事業内容及び当社と主要な関連会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　
(1) ソーシャルネット事業

　当事業では、SNS「mixi」の運営を行っており、広告主からの広告料及びユーザーからの有料サービス利用料を収益源

として事業展開しております。また、当社技術仕様の一部を開放し、外部事業者との連携も進めております。

　
(2) Find Job !事業

　当事業では、Webな人の転職サイト「Find Job !」の運営を行っております。Web系ベンチャー企業を主たる顧客層と

し、主にエンジニア・ディレクター・デザイナー等の求人情報をユーザーに提供し、企業側からの広告料を収益源とし

て事業展開しております。

　
[事業系統図]
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業

の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社ミクシィ・リクルート
メント

東京都渋谷区 10百万円Find Job !事業100.0
広告取引
役員の兼任あり

株式会社ミクシィ・リサーチ 東京都渋谷区 50百万円
インターネット
リサーチ事業

100.0
役員の兼任あり
資金援助あり

株式会社kamado 東京都渋谷区 29百万円
スマートフォン
向けアプリ開発

100.0役員の兼任あり

上海明希網絡科技有限公司 中華人民共和国 370万米ドル
「mixi」の開発
受託

100.0
業務委託取引
資金援助あり
従業員の出向あり

上海蜜秀網絡科技有限公司
(注)１

中華人民共和国 281万人民元
「mixi」の開発
受託

－
[100.0]

－

mixi America, Inc.
米国デラウェア
州

0.5米ドル
米国内の投資及
び市場調査

100.0
業務委託取引
役員の兼任あり
資金援助あり

Scrum Ventures Fund Ⅰ, L.P.
(注)１、４

米国デラウェア
州

500万米ドル米国内の投資
100.0
(100.0)

－

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

空飛ぶ株式会社 東京都港区 47百万円
ソーシャルアプ
リの開発

26.6
「mixiアプリ」の
企画・開発

株式会社グレンジ 東京都渋谷区 65百万円
ソーシャルアプ
リの開発

49.0
「mixiアプリ」の
企画・開発
役員の兼任あり

株式会社トーチライト 東京都渋谷区 250百万円
ソーシャルマー
ケティングツー
ルの販売

34.0従業員の出向あり

株式会社フレンゾ 東京都港区 50百万円
「mixi年賀状」
などの開発・運
営

40.0役員の兼任あり

(注) １．議決権比率の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数、（ ）内は、子会社を通じた間接所

有の所有割合で内数となっております。

２．特定子会社に該当する会社はありません。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．資本金又は出資金の欄にはファンドサイズ（コミットメント額）を記載しております。

５．前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社ネイキッドテクノロジー及び株式会社コニットについては

保有する全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。また、前連結会計年度まで持分法適用関

連会社であったPikkle株式会社、株式会社コミュニティファクトリー、株式会社アールシンク、株式会社バス

キュール号については保有する全株式を売却したため、持分法の適用範囲から除外しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

ソーシャルネット事業 380(75)

Find Job !事業 11(－)

その他 16( 1)

全社（共通） 70( 3)

合計 477(80)

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含む）は、当連結会計年度の平均人

員を（ ）外数で記載しております。

２．その他は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットリサーチや米国における市場

調査を行う事業等の従業員数であります。

３．全社（共通）は管理部門等の従業員数であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

410（79） 31.1 3.1 6,158

　

セグメントの名称 従業員数(人)

ソーシャルネット事業 340(75)

全社（共通） 70( 3)

合計 410(79)

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含む）は、年間の平均人員を（ ）外

数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社には労働組合はありませんが労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災の復興需要等を背景にした緩やかな景気回復の兆しが見ら

れたものの、欧州債務危機問題の長期化や新興国経済の減速などの影響により、景気の先行きは依然として不透明な状

況で推移しております。

インターネット関連業界におきましては、「2012年度通期国内携帯電話端末出荷概況」（株式会社MM総研）により

ますと、平成24年度のスマートフォン出荷台数は前年度比23.0％増の2,972万台で総出荷台数の71.1％となり、スマー

トフォンへの移行が加速しております。

　このような経済環境の中、当連結会計年度の売上高は12,632百万円（前連結会計年度比5.3％減）となりました。ま

た、営業利益は2,574百万円（前連結会計年度比17.3％増）、経常利益は2,629百万円（前連結会計年度比24.8％増）、

当期純利益は1,654百万円（前連結会計年度比120.7％増）となりました。

　セグメントごとの業績は次のとおりであります。

① ソーシャルネット事業

　ソーシャル・ネットワーキング サービス「mixi」におきましては、運営していくにあたっての最重要キーワードを

改めて「ユーザーファースト」として掲げ、これを実現するため運営体制の変更を平成24年８月に行いました。具体的

には、mixiのサービスごとに少人数の「ユニット」制を敷き、各ユニットが企画・開発・運用における意思決定を行う

体制としました。少人数のユニットが裁量と責任をもってスピーディにサービスを運営するだけでなく、ユーザーの皆

さまから直接意見を聞く場の設置・機能要望の対応強化、ログやABテスト等を通じた検証を通じ、より良いサービスを

提供できるよう運営してまいります。このような体制により、各ユニットからスマートフォンを中心として機能改善や

機能追加を実施しており、今後もスピーディにスマートフォンアプリを中心としたサービスの提供・改善を進めてま

いります。

　収益面では、課金売上は「mixiゲーム」が順調に拡大し、広告売上において、スマートフォン広告売上が順調に増加し

ましたが、モバイル（フィーチャーフォン）広告やPC広告の出稿が減少し、当連結会計年度の売上高は11,550百万円

（前連結会計年度比6.3％減）となりました。また支出面では、課金収益の増加に伴い決済手数料が増加となりました

が、コスト構造の見直しを進めてまいりました。その結果、セグメント利益は4,225百万円（前連結会計年度比9.4％

増）となりました。
　

② Find Job !事業

　Web系求人サイト「Find Job !」におきましては、Web系の求人情報に特化することにより他社との差別化を図ること

で収益の拡大を目指してまいりました。そのような中、Web業界の求人動向は引き続き採用が活発であり、収益面におい

ては、堅調に推移いたしました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は960百万円（前連結会計年度比1.9％減）、セグメント利益は785百万円（前連結

会計年度比4.8％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末と比べて1,776

百万円増加し、9,199百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により獲得した資金は2,836百万円（前連結会計年度は1,043百万円の獲得）となりました。これは主に、税

金等調整前当期純利益が2,744百万円となり、売上債権の減少1,802百万円等による増加があったものの、法人税等

1,444百万円を支払ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は946百万円（前連結会計年度は2,971百万円の使用）となりました。これは主に、定期

預金の預入による純支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は137百万円（前連結会計年度は1,943百万円の使用）となりました。これは主に、配当

金の支払額148百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

生産に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。

　
(2) 受注状況

受注生産を行っておりませんので、受注状況に関する記載はしておりません。

　
(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ソーシャルネット事業 11,550 93.7

Find Job !事業 960 98.1

その他 121 461.7

合計 12,632 94.7

 (注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成24年４月１日

　　至　平成25年３月31日）

販売高

（百万円）
割合（％）

販売高

（百万円）
割合（％）

デジタル・アドバタイジング・コンソーシア
ム株式会社

2,374 17.8 1,800 14.2

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 2,762 20.7 1,094 8.7

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　当社では、デバイス環境のスマートフォンへの急激なシフト、オンラインでのコミュニケーション手段の多様化など、

環境が急変する中、SNSにとどまらない新たな「つながり」を提供することを経営戦略としており、その戦略遂行に際し

て、以下の変革を進めていくことが重要であると認識しております。

　
第１の変革として、「mixi」内外での収益拡大を図ってまいります。

　「mixi」におきましては、スマートフォンアプリの拡充に注力してまいりますが、優れたサービスの提供と同時に、優

れたサービスを利益に転換することにも、注力してまいります。

　また、「mixi」外部におきましては、mixi運営を通して蓄積された技術力、ブランド、ユーザー様とのつながり、そして

運営ノウハウを活かした事業展開を図ってまいります。社内公募によって新規事業を生み出すだけでなく、戦略子会社

を設立していくことで、「mixi」で培ったノウハウ、サービス業務を「mixi」外にも横展開し、事業ドメインの拡大を進

めてまいります。

　
第２の変革として、外部事業への積極投資を進めてまいります。

　第１の変革における「mixi」内外における自力での事業立ち上げに加え、外部の事業への投資を積極的に行い、これを

グループ内に取込むことによって、短期間で事業を構築し、事業ポートフォリオを拡大してまいります。また「mixi」と

の連携やそのノウハウを注入することで、投資事業のバリューアップを図ってまいります。

　
第３の変革として、多数のアントレプレナーの輩出を目指してまいります。

　急変する環境の中、成長を生み出し続けていくものは、自発的に新たな価値を生み出すアントレプレナーであると認識

しております。このようなアントレプレナーの育成のため、優秀な人材に対して裁量権や機会を与え厳しい競争環境に

置くとともに、外部からも積極的にアントレプレナーシップを持った人材を求めることによって、グループ全体の強化

を目指してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると

考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グルー

プは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当

社の株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えておりま

す。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、提出日現在において当社が判断したものであり、

不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

(1) ソーシャルネット事業について 

　① サービスの拡充について

当社は、多様化するユーザーニーズに対応するため、「mixi」におけるサービスの拡充・強化を進めており、自社開

発及び当社技術仕様の一部を公開することで外部事業者等との連携を進めております。これらの取り組みにより、

「mixi」において、スマートフォンを中心に更なるサービスの拡充、集客強化及び活性化を図る方針であります。 

しかしながら、スマートフォンユーザーの増加や収益化が想定通りに進まなかった場合や、十分なサービス機能の

拡充に支障が生じた場合、当該事業及び当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社技術仕様の一部を公

開することにより、これを利用する外部パートナーによる法令違反その他のトラブル、悪意ある第三者による不正な

行為、情報漏洩、コンピューターウィルス等の被害が発生する可能性があり、これにより当社の事業活動に影響を及ぼ

す可能性があります。

　② 競合について

「mixi」は、実際の友人・知人とのつながりや、興味・趣味を共にしたユーザーが集まるコミュニティでのつなが

りにより、他のSNSとの差別化が図られ、かつ、現時点において「mixi」が多数の既存ユーザーを有していることが、当

社の強みであるものと認識しております。

しかしながら、今後においては、資本力、マーケティング力、より高い知名度や専門性を有する企業等の参入及びそ

の拡大が生じる可能性があり、競争の激化やその対策のためのコスト負担等により、当社の事業展開及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　③ コンテンツ課金について

当社では、「mixiゲーム」を提供しております。「mixiゲーム」によるコンテンツ課金は、課金収益の大半を占めて

いることから、引き続きサービスの拡充に注力する方針であります。しかしながら、ユーザーの嗜好やニーズに対応し

たコンテンツの提供ができない場合など、当該事業及び当社の業績に影響を与える可能性があります。

また、ソーシャルゲームの利用環境向上として、当社では、ソーシャルゲームの利用者が安心・安全にソーシャル

ゲームを楽しめる環境を整備するため、プラットフォーム事業者等と共同で一般社団法人ソーシャルゲーム協会

（JASGA）を設立し、関係各所と連携した上で、ソーシャルゲームに対する自主規制や青少年等に対する啓発活動等の

様々な取り組みを推進しております。

　④ インターネット広告について

近年、インターネット広告市場は拡大傾向にありますが、企業の広告宣伝活動が景気動向の影響を受け易いこと、

ユーザーの利用するデバイス環境に変化が生じる可能性があること、季節要因による変動があること、広告販売に活

用している広告代理店やメディアレップの営業戦略や営業力等の影響を受けること、今後も他の広告媒体との競合が

継続していくと考えられることから、今後においてこれらの状況に変化が生じた場合、当該事業及び当社の業績に影

響を与える可能性があります。

　⑤ 「mixi」の健全性の維持・向上について 

(ア) 各種トラブルを未然に防ぐ施策について

　SNSにおいては、多数のユーザー同士が独自にコミュニケーションを図っており、係るコミュニケーションにおい

ては、他人の所有権、知的財産権、名誉、プライバシーその他の権利等の侵害が生じる危険性が存在しております。 

　当社では、このような各種トラブルを未然に防ぐ努力として以下の施策を実施しており、現時点において「mixi」

における一定の健全性は維持・向上されているものと認識しております。 

（a）商用利用、各種権利の侵害、猥褻画像の掲載、性交等を誘導する行為等の不適切行為の禁止

（b）当社の運営サポートによる、日記、コミュニティ等の内容及び利用規約の遵守状況についてのモニタリング

（c）利用規約に違反したユーザーに対する改善の要請及び退会等の措置の実施 

（d）サポート体制の強化・拡充

　また、当社内に「mixi」の健全性の維持・向上を推進するための体制を構築しております。

(イ) 青少年保護の施策について 

　SNSにおいて、コミュニケーションを図る過程で、青少年がトラブルに巻き込まれる、あるいは違法・有害情報に晒

される危険性があります。

　当社では、青少年保護の施策として、以下の措置を実施しており、現時点において「mixi」における一定の健全性
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は維持・向上されているものと認識しております。 

（a）「面識のない異性との出会い」等を目的とする行為の禁止 

　「mixi」が面識のない異性との交際を希望する者による利用の場とならないように、「面識のない異性との出会

い等を目的として利用する行為」を利用規約で明示的に禁止すると共に、利用規約の遵守状況についてモニタリン

グを行い、利用規約違反に対する措置を実施

（b）「健全化に資する運用方針」の策定及びその周知 

（c）監視機能強化のため、より広い範囲で検索ができるモニタリングシステムの開発、強化 

（d）運用サポートにかかる人員の増強 

（e）ユーザーに対する啓発啓蒙ページの提供 

（f）青少年ユーザーの適切な利用範囲の提供

当社では、15歳以上18歳未満の青少年ユーザーの年齢情報を把握することにより、コミュニティ参加機能、友人検

索機能、課金利用限度額の設定等の各種機能の利用を制限しております。

・サービス登録時のユーザー自身による年齢情報の入力

・携帯電話事業者のフィルタリングサービスを利用したユーザーの年齢認証（フィルタリング連動型簡易年齢

認証）

・携帯電話事業者からの利用者情報の提供による、ユーザーの年齢認証

上記のほか、第三者機関「一般社団法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構」が運営する「コミュニティサ

イト運用管理体制認定制度」（以下「EMA認定制度」という。）に適合と認定されております。 

　当社では、運営事業者の社会的責任に鑑み、サイトの健全性の維持・向上のために必要な施策を実施していく方針

でありますが、これらの対応が十分であるとの保証はなく、ユーザー、その他の関係者、行政機関等から、クレームや

勧告等を受ける可能性があります。その場合、当社のブランドイメージが損なわれ、ユーザーからの信頼が低下して

利用頻度が減少したり、サービスの一部制限を余儀なくされる可能性があります。

(2) Find Job !事業について 

　① 人材ビジネス市場について

当該事業において、求職者数及び求人企業数は、景気変動や雇用情勢等の動向に影響を受けやすいものであり、今後

においてこれらの状況に変化が生じた場合、当該事業及び当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

また、Web系ベンチャー企業等を主たる顧客層としておりますので、特にWeb業界の業況等に影響を受ける可能性が

あります。また、ベンチャー企業は経営基盤が脆弱である可能性があり、景気の悪化等による影響を受けやすいことか

ら、これら業界及び企業等の動向により当該事業及び当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

　② 競合について

当該事業においては、インターネット上で求人情報提供サービスを展開しておりますが、当該分野においては大手

企業を含む多くの企業が事業展開していることに加え、参入障壁も低く、競合が激しい状況にあります。当該事業は、

Web系ベンチャー企業等を主たる対象とした求人情報サービスを展開していること、広告掲載料が低価格であること、

「mixi」との連携により利用する求職者数を増加させること等により、求職者及び求人企業に相乗効果をもたらして

おります。また、今後においてもサイトのシステムの継続的な機能向上に努める方針であります。

　しかしながら、今後において十分な差別化や機能向上等が図られなかった場合や、新規参入等により競争が激化した

場合には、当該事業及び当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

　③ 広告の掲載基準について

企業が求人活動を行う場合には、労働条件を明示すること（職業安定法第５条の３）、賃金につき男性と女性で差

別的取扱いをしないこと（労働基準法第４条）等、求人企業が遵守すべき事項が各法令により定められており、求人

企業は、広告を通じて求人活動を行う場合も当該事項を遵守する必要があります。

　求人広告業界においては、これら法令や社会倫理に基づき、また、利用者の適切な職業選択に資するべく、業界団体等

により自主規制として広告掲載基準等が作成、公表されております。上記を前提に、独自の広告掲載基準を策定し、求

人企業及び広告掲載内容の審査を実施しており、法令や公序良俗に反する求人広告の排除に努めております。

　しかしながら、何らかの要因により掲載した求人広告に瑕疵があった場合、求人企業や利用者からのクレームや損害

賠償請求、行政による指摘・勧告等がなされる可能性があり、これらの場合、提供するサービスに対する信頼低下等に

より、当該事業及び当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、掲載した求人広告に関連して、求人

企業と求職者等の間で何らかのトラブルが生じた場合、責任が生じる可能性は否定できず、この場合にも同様の可能

性があります。 

(3) 海外事業展開について 

当社グループでは、海外展開におきましては地域特性によるビジネスリスクや法規制等が多岐にわたり存在してお

り、これらのリスクを最小限にすべく十分な対策を講じた上でグローバル展開を進めていく方針ですが、予測困難なビ

ジネスリスクや法規制等によるリスクが発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

(4) 社内管理体制について 
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　① 人材の確保及び育成について

当社グループは、今後想定される事業拡大に伴い、継続した人材の確保が必要であると考えております。今後も優秀

な人材を適切に確保するとともに、人材の育成に努めていく方針であります。しかしながら、優秀な人材の確保が計画

通り進まなかった場合には、競争力の低下や事業拡大の制約要因が生じる可能性があり、この場合、当社グループの事

業及び業績に影響を与える可能性があります。 

　② 内部管理体制について

当社グループは、企業が継続して成長し続けるためには、人材、資本、サービス、情報資産の適正な活用のために必要

な体制を構築し、内部統制が有効に機能することが不可欠であるとの認識のもと、社長直轄の独立した組織として内

部監査室を設置しております。業務上の人為的ミスやその再発、内部関係者の不正行為等が起きることのないよう、内

部管理体制の充実に努めております。しかしながら、事業の急速な拡大等により、十分な内部管理体制の構築が追いつ

かないという状況が生じた場合、適切な業務運営、管理体制の構築が困難となり、当社グループの事業及び業績に影響

を与える可能性があります。 

(5) システムについて 

　① 事業拡大に伴う継続的な設備投資について

当社は、今後のユーザー数及びアクセス数の拡大に備え、継続的にシステムインフラ等への設備投資を計画してお

りますが、計画を上回る急激なユーザー数及びアクセス数の増加等があった場合、設備投資の時期、内容、規模につい

て変更せざるを得なくなる可能性があります。このような事態が生じた場合には、設備投資、減価償却費負担の増加が

想定され、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

　② 技術革新について

当社グループが事業を展開するインターネット業界においては、事業に関連する技術革新のスピードや顧客ニーズ

の変化が速く、それに基づく新サービスの導入が相次いで行われております。これらの変化に対応するため、優秀な技

術者の確保を含む先端技術の研究やシステムへの採用等、必要な対応を行っておりますが、何らかの要因により変化

に対する対応に問題が生じた場合、業界における競争力が低下し当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

　③ システム障害及び自然災害等について

当社グループは、事業を運営するためのシステムを外部事業者が保有するデータセンターに配置し、セキュリティ

強化による不正アクセス対策や、データのバックアップ、設備電源の二重化等の運用・管理体制を構築しております。

しかしながら、サービスへのアクセスの急増などの一時的な過負荷や電力供給の停止、ソフトウェアの不具合、外部連

携システムにおける障害、コンピューターウィルスや外部からの不正な手段によるコンピューターへの侵入、自然災

害、事故など、当社の予測不可能な様々な要因によってコンピューターシステムがダウンした場合、当社グループの事

業活動及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

具体的には、当社グループが運営管理するインターネットメディアの運営が制限されることにより、広告配信が実

施されないこと、広告配信の取りやめの発生、ユーザーから有料サービスにおける利用料を回収できない状況に陥る

等により、当社グループの売上が減少する可能性があります。また、当社グループの本社及びコンピューターネット

ワークのインフラは首都圏に集中しているため、同所で大規模な自然災害等が発生した場合には多大な損害を被る可

能性があり、復旧等に際して特別な費用負担を強いられることにより、当社グループの利益が減少する可能性があり

ます。更には、サーバーの作動不能や欠陥等に起因して、信頼が失墜し取引停止等に至る場合や、当社グループに対す

る損害賠償請求等が発生する場合も想定され、このような場合には当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

(6) 法的規制等について 

　① 当社グループの事業を取り巻く法的規制等について

当社グループの事業を規制する主な法規制として、(ア)「電気通信事業法」、(イ)「特定電気通信役務提供者の損

害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（以下「プロバイダ責任制限法」という。) 、(ウ)「不正ア

クセス行為の禁止等に関する法律」（以下「不正アクセス禁止法」という。）、（エ)「青少年が安全に安心してイン

ターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（以下「青少年ネット環境整備法」という。）及び（オ)「資

金決済に関する法律」があります。

(ア) 「電気通信事業法」

　当社は、「電気通信事業者」として届出を行っており、通信の秘密の保護、障害発生時の報告等の義務が課されて

おります。

(イ) 「プロバイダ責任制限法」

　この法律は、従来の民法上の不法行為責任の範囲を明確にしたものに過ぎず、インターネット上で情報を仲介する

事業者の責任を加重するものではありません。しかし、情報交換の場を提供する事業者に対しても何らかの責任を

負担すべきだという社会的な動きが生じる可能性があります。

(ウ) 「不正アクセス禁止法」
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　当社は、「アクセス管理者」として、努力義務ながら不正アクセス行為からの一定の防御措置を講ずる義務が課さ

れております。

(エ) 「青少年ネット環境整備法」

　この法律は、現状、インターネット運営事業者等に対して、インターネット上の違法・有害情報について青少年閲

覧防止措置を講ずる努力義務を課すに過ぎないものの、青少年を取り巻くインターネット上の違法・有害情報に対

する運営事業者への社会的責任は大きくなってきており、今後、インターネット運営事業者等に特別の法的義務を

課すべきだという社会的な動きが活発化し、当社の事業展開が制約される可能性があります。 

(オ)「資金決済に関する法律」

　当社は、「mixiポイント」を利用しての、「mixi」及び「mixiアプリ」内の有料アイテム・コンテンツの購入を可

能としています。当社が発行する仮想通貨「mixiポイント」が同法の適用の対象となります。このため、当社は、同

法の「第三者型発行者」としての登録を受けており、同法、関連政令、府令等の関連法令を遵守し業務を行っており

ます。しかしながら、当社が、これらの関連法令に抵触した場合、業務停止命令や登録取消し等の行政処分を受ける

ことも想定され、このような場合には当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　その他、インターネット上の情報流通や電子商取引のあり方等については現在も様々な議論がなされており、今

後、インターネットの利用や関連するサービス及びインターネット関連事業を営む事業者を規制対象として、新た

な法令等の制定や、既存法令等の解釈変更等がなされた場合には、当社の事業展開が制約される可能性があります。

　② 個人情報保護について

当社グループは、ソーシャルネット事業においてユーザーの登録情報やクレジットカード情報等の個人情報を、

Find Job !事業において求職者個人の求職に関する個人情報を取得して利用しているため、「個人情報の保護に関す

る法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務を課されております。

　当社グループは、個人情報の外部漏洩の防止はもちろん、不適切な利用、改ざん等の防止のため、個人情報の管理を事

業運営上の重要事項と捉え、個人情報保護基本規程等を制定し、個人情報の取り扱いに関する業務フローを定めて厳

格に管理するとともに、全社員を対象として社内教育を徹底するなど、同法及び関連法令並びに当社グループに適用

される関連ガイドラインの遵守に努めるとともに、個人情報の保護に積極的に取り組んでおります。

　また、個人情報を保管しているサーバーについても24時間管理のセキュリティ設備のあるデータセンターで厳重に

管理されており、加えて、このサーバーに保管されているデータへのアクセスは、一部の社員に制限されております。

なお、当社は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会よりプライバシーマークの認定・付与を受けております。

　しかしながら、当社グループが保有する個人情報等につき漏洩、改ざん、不正使用等が生じる可能性が完全に排除さ

れてはおりません。また、これらの事態に備え、個人情報漏洩に対応する保険に加入しておりますが、全ての損失を完

全に補填できるとは限らず、これらの事態が起こった場合、適切な対応を行うための相当なコストの負担、損害賠償請

求、信用の低下等によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 知的財産権について 

当社グループは、現在、商標権として「mixi」及び「Find Job !」等の各サイト及び各サービスの名称について商標

登録を行っております。また、「mixi」及び「Find Job !」のシステム開発においては、オープンソースソフトウェアを

活用しておりますが、独自に開発した技術等のうち事業上の重要性等があるものについては、適宜特許出願等を行って

おります。当社グループでは、知的財産権に関する戦略の検討、取得・管理方針の策定等の知的財産権に関する施策を集

中的に推進する体制を構築しております。

一方、当社グループによる第三者の知的財産権侵害の可能性については調査可能な範囲で対応を行っておりますが、

当社グループのサービス及び連携する第三者のサービスにおいて、知的財産権侵害の可能性を完全に把握することは困

難であります。

さらに、当社グループの事業分野では、当社グループの認識していない知的財産権が既に成立している可能性又は新

たに当社グループの事業分野で第三者により特許等が成立する可能性があります。当社グループが第三者の知的財産権

等を侵害することによる損害賠償請求や差止請求等、又は当社グループに対する著作権使用料の支払い要求等を受ける

ことにより、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、オープンソース

ソフトウェアに関してはライセンスの種類が多岐にわたる上、その性質・効果について多様な議論があるところであ

り、予測できない理由等により利用に制約が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

以上のほか、「mixi」においては、コミュニケーション手段の１つとして、ユーザーにより写真や動画等のコンテンツ

の掲載が行われることから、これにより他者の著作権等を侵害する可能性があります。

当社では、利用規約によって、著作権侵害等が生じる投稿を禁止すると共に違反投稿についてはモニタリングを通じ

て速やかに対応する等の施策を実施しておりますが、かかる施策が功を奏さず、著作権使用料の支払い要求等を受ける

ことにより、当社の事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(8) 投融資にかかるリスクについて

当社グループでは事業ポートフォリオを拡大すべく、積極的に投融資を実施していく方針であります。これらの投資

は、それぞれの投資先企業と当社グループとの事業上のシナジー効果や投資先企業による収益貢献等を期待して投資を

実行しておりますが、予定したシナジーが得られない場合やこれらの投資が回収できなくなる他、投資先企業の業績に
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よっては減損処理等実施する可能性があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループでは、投資事業組合等（ファンド）への投資も実施していく方針でありますが、ファンドが出資す

る未公開企業は、経営資源や開発力が限定されている企業も多く、将来性については不確定要素を多数かかえており、業

績が悪化した場合など、投資資本が回収できず、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(9) 業務提携・M&Aにかかるリスクについて

当社グループでは、事業規模の拡大と収益源の多様化を進めるため、当社サービスと親和性の高い企業との業務・資

本提携を通じた事業の拡大に取り組んでおります。しかしながら、当初想定した事業のシナジー効果等が得られない場

合や、当該業務提携が解消された場合など、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社

ミクシィ

株式会社

ディー・エヌ・

エー

業務提携

基本契約書

ソーシャルゲーム事業

(スマートフォン版

「mixiゲーム」)にお

ける業務提携

平成24年11月22日から、平

成27年５月８日まで。以後

１年毎に自動更新。

　
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与え

る見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しております

が、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。

　
(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

（売上高の状況）

ソーシャルネット事業におきましては、課金売上は「mixiゲーム」が順調に拡大し、広告売上において、スマートフォ

ン広告売上が順調に増加しましたが、モバイル（フィーチャーフォン）広告やPC広告の出稿が減少し、売上高は11,550

百万円（前連結会計年度比6.3％減）となりました。また、売上高のうち、広告売上高は4,680百万円（前連結会計年度比

41.2％減）、課金売上高は6,869百万円（前連結会計年度比57.5％増）となっております。一方、Find Job !事業におき

ましては、Web系求人サイト「Find Job !」において、Web系の求人情報に特化することにより他社との差別化を図るこ

とで収益の拡大を目指してまいりました。そのような中、Web業界の求人動向は引き続き採用が活発であり、収益面にお

いては、堅調に推移いたしました。その結果、売上高は960百万円（前連結会計年度比1.9％減）となりました。

以上の結果、連結売上高は、12,632百万円（前連結会計年度比5.3％減）となりました。

（営業利益の状況）

課金収益の増加に伴い決済手数料が増加となりましたが、コスト構造の見直しを進めてまいりました。その結果、営業

利益は2,574百万円（前連結会計年度比17.3％増）となりました。

（当期純利益の状況）

固定資産の除却等の特別損失の計上や税金費用等の計上により、当期純利益は、1,654百万円（前連結会計年度比

120.7％増）となりました。

　
(3) 当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度末までの財政状態の主な変動としましては、資産については流動資産が16,717百万円（前連結会計年

度末比924百万円増加）となり、主な要因としては、現金及び預金の増加があげられます。固定資産は3,365百万円（前連

結会計年度末比491百万円減少）となり、主な要因としては、固定資産の除却による減少があげられます。

負債については、流動負債が3,731百万円（前連結会計年度末比1,117百万円減少）となり、主な要因としては、未払法

人税等と預り金の減少があげられます。固定負債は59百万円（前連結会計年度末比18百万円減少）となりました。純資

産は16,291百万円（前連結会計年度末比1,569百万円増加）となり、主な要因としては、利益剰余金の増加があげられま

す。

経営の安定性を示す自己資本比率は、当連結会計年度において80.8％（前連結会計年度比6.1ポイント増）と高水準

であり、財務の安全性が保持されております。

　
(4) 中長期的な会社の経営戦略

　当社では、デバイス環境のスマートフォンへの急激なシフト、オンラインでのコミュニケーション手段の多様化など、

環境が急変する中、SNSにとどまらない新たな「つながり」を提供することを経営戦略としております。その戦略遂行に

際して、「mixi」内外での収益拡大、外部事業への積極投資、多数のアントレプレナーの輩出などの変革を進めていくこ

とが重要であると認識しております。今後の課題については、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」をご参照くださ

い。

　
(5) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」をご参照ください。

　
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照ください。

　
(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針については、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当社グループでは、サービス提供にかかるシステムの安定運用を目的とした設備投資を継続的に実施しており、当連結

会計年度の設備投資の総額は127百万円（うち有形固定資産85百万円、無形固定資産41百万円）となりました。その主な

ものは、コンピューター及びサーバー等の取得74百万円であります。

　なお、当該設備投資につきましては、セグメント情報に関連付けて記載することが困難であるため、セグメント別の記

載は行っておりません。また、当連結会計年度において重要な影響を及ぼす資産の除却又は売却はありません。

　
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成25年３月31日現在

事業所名

(所在地)
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数

(人)建物
（百万円）

工具、器具

及び備品
（百万円）

ソフト
ウェア

（百万円）

その他

（百万円）
合計

（百万円）

本社他
(東京都渋
谷区他)

全セグメント 業務施設 319 566 78 18 983410（79）

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含む）は、年間の平均人員を（ )外

数で記載しております。

４．上記、本社他における工具、器具及び備品のうちサービス提供用サーバー設備等の保管場所は、東京都大田区

及び東京都目黒区に賃借しております。

　
(2) 国内子会社

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
(3) 在外子会社

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 528,000

計 528,000

（注) 平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で株式分割に伴う定款の一部変更が行われ、発

行可能株式総数は52,272,000株増加し、52,800,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 155,106 15,510,600
東京証券取引所
（マザーズ）

（注）３

計 155,106 15,510,600－ －

（注) １．「提出日現在発行数」欄には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っ

ております。これにより株式数は15,355,494株増加し、提出日現在の発行済株式総数は15,510,600株となって

おります。

３．当社は平成25年４月１日より単元株制度を採用しており、単元株式数は100株であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

① 平成17年１月31日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 3 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30 3,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 250

新株予約権の行使期間
自　平成19年２月１日

至　平成26年12月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　25,000

資本組入額　　12,500

発行価格　　 250

資本組入額　 125

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

－ －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が平成17年１月31日株主総会決議後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が平成17年１月31日株主総会決議後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合

を含まない）又は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げるものとします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成17年９月２日開催の取締役会決議により平成17年９月27日付で１株を５株に分割、平成19年５月10日開催

の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割、平成25年２月21日開催の取締役会決議により

平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これにより、上記の表に記載の新株予約権の目的とな

る株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役、相談役、従業員又は顧問であることを要する。

　　（2) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

６．権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないものとする。
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② 平成17年10月21日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 30 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60 6,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 500

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日

至　平成27年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000

発行価格　　　500

資本組入額　　250

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

－ －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割、平成25年２月21日開催

の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これにより、上記の表に記載の

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役、相談役、従業員又は顧問であることを要する。

　　（2) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

６．権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないものとする。
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③ 平成17年10月21日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 25 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 500

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日

至　平成27年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000

発行価格　　　500

資本組入額　　250

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

－ －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割、平成25年２月21日開催

の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これにより、上記の表に記載の

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役、相談役、従業員又は顧問であることを要する。

　　（2) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

６．権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないものとする。
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④ 平成18年４月28日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 4 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8 800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000 1,250

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月１日

至　平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 125,000

資本組入額　　62,500

発行価格　　1,250

資本組入額　　625

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

－ －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割、平成25年２月21日開催

の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これにより、上記の表に記載の

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役、相談役、従業員又は顧問であることを要する。

　　（2) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

６．権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないものとする。
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⑤ 平成18年４月28日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 2 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4 400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 125,000 1,250

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月１日

至　平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 125,000

資本組入額　　62,500

発行価格　　1,250

資本組入額　　625

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

－ －

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株の100分の１未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、払込金額を下回る価格で新株を発行（新株予約権の権利行使の場合を含まない）又

は自己株式の処分をする場合は、次の算式により調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。

なお、次の算式において既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除した数

をいうものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成19年５月10日開催の取締役会決議により平成19年７月１日付で１株を２株に分割、平成25年２月21日開催

の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これにより、上記の表に記載の

新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役、相談役、従業員、顧問又は外部協力者であることを要する。

　　（2) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

６．権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めないものとする。
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会社法に基づく新株予約権

① 平成22年５月26日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 150 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 150 15,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 498,867 4,989

新株予約権の行使期間
自　平成24年６月10日

至　平成27年６月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　498,867

資本組入額　249,434

発行価格　　4,989

資本組入額　2,495

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）７ 同左

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成25年２月21日開催の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これに

より、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができないものとする。

　　（2) その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権割当契約で定めるとこ

ろによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

７．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金額

（円）」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上
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記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

　

② 平成23年５月18日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 283 278

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 283 27,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 314,862 3,149

新株予約権の行使期間
自　平成25年６月２日

至　平成28年６月１日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　314,862

資本組入額　157,431

発行価格　　3,149

資本組入額　1,575

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）７ 同左

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数
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４．平成25年２月21日開催の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これに

より、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権者が当社又は当社の関係会社等の役員、従業員等の地位を喪失した場合は、新株予約権を行使

することはできないものとする。

　　（2) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができないものとする。

　　（3) その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権割当契約で定めるとこ

ろによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

７．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。
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③ 平成24年６月26日定時株主総会決議及び平成24年８月３日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 50 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50 5,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 133,270 1,333

新株予約権の行使期間
自　平成26年８月27日

至　平成29年８月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　133,270

資本組入額　 66,635

発行価格　　1,333

資本組入額　　667

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）７ 同左

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成25年２月21日開催の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これに

より、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権者が当社又は当社の関係会社等の役員、従業員等の地位を喪失した場合は、新株予約権を行使

することはできないものとする。

　　（2) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができないものとする。

　　（3) その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権総数引受契約書で定め

るところによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

７．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

　

④ 平成24年８月３日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 353 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 353 35,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 133,270 1,333

新株予約権の行使期間
自　平成26年８月27日

至　平成29年８月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　133,270

資本組入額　 66,635

発行価格　　1,333

資本組入額　　667

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）７ 同左

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成25年２月21日開催の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これに

より、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権者が当社又は当社の関係会社等の役員、従業員等の地位を喪失した場合は、新株予約権を行使

することはできないものとする。
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　　（2) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができないものとする。

　　（3) その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権総数引受契約書で定め

るところによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

７．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

　

⑤ 平成25年１月24日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成25年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成25年５月31日)

新株予約権の数（個） 66 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 66 6,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 202,037 2,021

新株予約権の行使期間
自　平成27年２月15日

至　平成30年２月14日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　202,037

資本組入額　101,019

発行価格　　2,021

資本組入額　1,011

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）７ 同左
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（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整

後に生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．当社が新株予約権発行後、時価を下回る価格で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

４．平成25年２月21日開催の取締役会決議により平成25年４月１日付で１株を100株に分割しております。これに

より、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は調整されております。

５．（1) 新株予約権者が当社又は当社の関係会社等の役員、従業員等の地位を喪失した場合は、新株予約権を行使

することはできないものとする。

　　（2) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができないものとする。

　　（3) その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権総数引受契約書で定め

るところによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

７．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付に関する決定方針

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）

をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の時点において残存する新株予約権（以下、「残存新

株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イ

からホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

⑨ その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）
資本準備金増
減額（百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成20年４月１日～

平成21年３月31日

（注）１

2,774 153,466 24 3,725 24 3,695

平成21年４月１日～

平成22年３月31日

（注）１

1,086 154,552 28 3,753 28 3,723

平成22年４月１日～

平成23年３月31日

（注）１

540 155,092 12 3,765 12 3,735

平成23年４月１日～

平成24年３月31日

（注）１

14 155,106 0 3,765 0 3,735

平成24年４月１日～

平成25年３月31日
－ 155,106 － 3,765 － 3,735

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っ

ております。これにより株式数は15,355,494株増加し、提出日現在の発行済株式総数は15,510,600株となって

おります。

　
(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 7 18 111 74 21 11,49111,722 －

所有株式数
(株)

－ 6,7052,336 657 14,512 135130,761155,106 －

所有株式数
の割合
(％)

－ 4.32 1.51 0.42 9.36 0.09 84.30100.00 －

（注）１．自己株式5,786株は、「個人その他」に含めて記載しております。

２．平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で単元株制度を採用し、１単元の株式数を

100株に変更しております。
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(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

笠原 健治 東京都渋谷区 83,476 53.81

MORGAN STANLEY & CO. INTERNATIONAL PLC
（常任代理人　モルガン・スタンレーMUFG
証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON
E14 4QA, U.K.
（東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3）

2,745 1.76

BARCLAYS CAPITAL SECURITIES LIMITED
（常任代理人　バークレイズ証券株式会
社）

5 THE NORTH COLONNADE CANARY WHARF
LONDON E14 4BB UNITED KINGDOM
（東京都港区六本木6丁目10-1）

1,992 1.28

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 1,673 1.07

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 1,630 1.05

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券
投資信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 1,404 0.90

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人　ゴールドマン・サックス証
券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK
（東京都港区六本木6丁目10-1）

1,198 0.77

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金
特金口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 1,101 0.70

朝倉 祐介 東京都目黒区 1,100 0.70

CREDIT SUISSE SECURITIES(EUROPE)
LIMITED PB　OMNIBUS　CLIENT　ACCOUNT
（常任代理人　クレディ・スイス証券株式
会社）

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ
(東京都港区六本木1丁目6-1）

916 0.59

計 － 97,235 62.63

（注）上記のほか、当社所有の自己株式5,786株（3.73％）があります。

　

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)
普通株式

 
5,786

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 149,320 149,320 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　 　 155,106 － －

総株主の議決権 － 149,320 －

（注) 平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で株式１株を100株に分割し、100株を１単元

とする単元株制度を採用しております。

　
② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社ミクシィ
東京都渋谷区東
一丁目２番20号

5,786 － 5,786 3.73

計 － 5,786 － 5,786 3.73
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行する

方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　
（平成17年１月31日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成17年１月31日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　１（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成17年10月21日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成17年10月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　４（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成17年10月21日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成17年10月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社外部協力者　１（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上
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（平成18年４月28日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成18年４月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　１（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成18年４月28日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成18年４月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社外部協力者　１（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成22年５月26日取締役会決議）

決議年月日 平成22年５月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　13（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上
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（平成23年５月18日取締役会決議）

決議年月日 平成23年５月18日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　１（注）１

当社従業員　　　63

子会社取締役　　１

子会社従業員　　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成24年６月26日定時株主総会決議及び平成24年８月３日取締役会決議）

決議年月日 平成24年６月26日及び平成24年８月３日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　　　１（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成24年８月３日取締役会決議）

決議年月日 平成24年８月３日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　14（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上
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（平成25年１月24日取締役会決議）

決議年月日 平成25年１月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　　５（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

　
（平成25年６月25日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。）に対して株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権を発

行することを、平成25年６月25日開催の第14期定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成25年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役（社外取締役を除く。） 人数は未定

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） （注）２、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ （注）４

新株予約権の行使期間
新株予約権の割当日の翌日から30年以内とする。ただし、権利行使期間の
最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役の地位
を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使することがで
きるものとする。なお、その他の新株予約権の行使の条件については、新
株予約権の募集事項を決定する取締役会において定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承
認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

（注）５

（注）１．付与対象者の区分及び人数につきましては、平成25年３月31日現在の人数を記載しております。

２．各事業年度に係る当社定時株主総会開催日から１年以内に発行する新株予約権の総数は、当社取締役会決議

に基づき、年額200百万円の範囲内で取締役に株式報酬型ストックオプションとして付与する報酬の総額を

定め、これを新株予約権の割当てを決議する取締役会前日の東京証券取引所における当社株式普通取引の終

値をもとにブラック・ショールズ・モデル等に基づいて算出される新株予約権１個当たりの公正価額を

もって除して得られた数（ただし、整数未満の端数は切り捨てる。）を限度とする。

３．各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予約権の

割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数× 分割・併合の比率

　　また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式

数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を調整することができる。なお、付与株

式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権原

簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に公告又は通知する。ただ

し、当該適用日の前日までに公告又は通知を行うことができない場合には、以後速やかに公告又は通知する

ものとする。

４．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

５．新株予約権の募集事項を決定する取締役会において定めるものとする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

　
(1)　【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2)　【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)　【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4)　【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

（百万円）
株式数(株)

処分価額の総額

（百万円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（新株予約権の権利行使） 214 62 － －

保有自己株式数 5,786 － 578,600 －

（注）１．平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を

行っております。

２．当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

　

３ 【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして認識し、将来の事業展開と経営体質の強化のための

内部留保の充実に努めながら、同時に当社株式を長期保有していただいております株主の皆様への利益還元として、配

当を実施しております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当・中間配当ともに取締役会であります。

　上記の方針に基づき、当期につきましては、１株当たり2,200円の期末配当を実施することにいたしました。

　次期以降（平成26年３月期）におきましても、内部留保の充実を図りつつ、各事業年度の経営成績を勘案しながら、株

主の皆様への利益還元策を検討していく方針であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)

平成25年５月15日 取締役会決議 328 2,200
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 1,100,000 865,000 643,000 393,000
236,000

※1,709

最低（円） 　　　 289,500　　　 357,000 246,500 182,000
108,000

※1,615

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　　　２．※印は、株式分割（平成25年４月１日、１株→100株）による権利落後の株価を示しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 144,900197,900236,000218,000195,700
178,000

※1,709

最低（円） 131,200134,600185,000178,000161,100
166,900

※1,615

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　　　２．※印は、株式分割（平成25年４月１日、１株→100株）による権利落後の株価を示しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締

役社長

最高経営

責任者
朝倉 祐介 昭和57年７月23日生

平成19年４月 マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー・インク・ジャパン入社

(注)３ 110,000

平成22年８月 株式会社ネイキッドテクノロジー

入社

平成22年10月同社代表取締役就任

平成23年10月当社入社

平成24年４月 当社社長室長

平成24年７月 当社執行役員 経営企画室長（現

任）

平成25年６月 当社代表取締役社長 最高経営責

任者就任（現任）

取締役
最高財務

責任者
荻野 泰弘 昭和48年９月29日生

平成17年８月 株式会社マクロミル入社

(注)３ 90,000

平成20年１月 同社執行役員（財務経理本部担

当）

平成20年６月 ジェイマジック株式会社入社

平成20年12月同社取締役 CFO経営管理本部長

平成21年12月当社入社

平成23年11月当社経営推進本部長（現任）

平成24年２月 当社執行役員（現任）

平成24年６月 当社取締役就任（現任）

平成25年６月 当社取締役 最高財務責任者就任

（現任）

取締役
最高事業

責任者
川崎 裕一 昭和51年12月20日生

平成11年４月 日本シスコシステムズ株式会社

（現シスコシステムズ合同会社）

入社

(注)３ ―

平成12年２月 ネットイヤーグループ株式会社入

社

平成16年８月 株式会社はてな入社

平成16年12月同社取締役副社長就任

平成22年２月 株式会社kamado設立

同社代表取締役社長就任（現任）

平成22年３月 Fringe81株式会社 社外取締役就

任（現任）

平成25年１月 当社入社

当社執行役員 クロスファンク

ション室長（現任）

平成25年６月 当社取締役 最高事業責任者就任

（現任）

取締役
最高技術

責任者
松岡 剛志 昭和52年10月７日生

平成13年４月 ヤフー株式会社入社

(注)３ ―

平成19年12月当社入社

平成23年５月 当社システム本部技術部長

平成24年７月 当社執行役員 システム本部長

（現任）

平成25年６月 当社取締役 最高技術責任者就任

（現任）
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取締役

会長
― 笠原 健治 昭和50年12月６日生

平成11年６月 有限会社イー・マーキュリー（現

当社）設立　取締役就任

(注)３8,347,600

平成12年10月株式会社イー・マーキュリー（現

当社）に組織変更 代表取締役社

長就任

平成18年２月 株式会社ミクシィに商号変更 代

表取締役社長就任

平成20年５月 上海明希網絡科技有限公司 董事

長就任

平成20年10月株式会社ネクスパス（現株式会社

トーチライト）代表取締役就任

平成23年４月 株式会社ミクシィ・リクルートメ

ント 代表取締役就任

平成23年７月 当社執行役員（現任）

平成25年６月 当社取締役会長就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 ― 中村 伊知哉 昭和36年３月19日生

昭和59年４月 郵政省入省

(注)３ ―

平成10年７月 株式会社CSKホールディングス

（現SCSK株式会社）特別顧問

平成10年８月 マサチューセッツ工科大学メディ

アラボ 客員教授

平成14年８月 NPO法人CANVAS 副理事長（現任）

平成16年７月 財団法人国際コミュニケーション

基金（現公益財団法人KDDI財団）

理事（現任）

平成18年９月 慶應義塾大学デジタルメディア・

コンテンツ統合研究機構 教授

平成19年１月 総務省参与

平成20年４月 慶應義塾大学大学院メディアデザ

イン研究科 教授（現任）

平成20年６月 一般社団法人モバイルコンテンツ

審査・運用監視機構 基準策定委

員会委員長

　 株式会社スペースシャワーネット

ワーク 社外取締役就任（現任）

　 株式会社JPホールディングス 社

外取締役就任（現任）

平成21年６月 当社取締役就任（現任）　

平成22年５月 一般社団法人モバイルコンテンツ

審査・運用監視機構 理事（現

任）

平成23年１月 株式会社デジタルえほん 取締役

就任（現任）

平成23年３月 一般財団法人大川ドリーム基金 

評議員（現任）

平成24年２月 一般社団法人ニューメディアリス

ク協会 理事長（現任）

平成24年11月一般社団法人ソーシャルゲーム協

会 事務局長（現任）

取締役 ― 青柳 立野 昭和46年８月８日生

平成５年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監

査法人トーマツ）入所

(注)３ ―

平成９年４月 公認会計士登録

平成19年２月 株式会社マスターズ・トラスト会

計社（現グラントソントン・マス

ターズトラスト株式会社）入社

平成19年７月 ハートワース・パートナーズ株式

会社 代表取締役就任（現任）

平成19年８月 株式会社シェア・ジェネレート 

取締役就任

平成20年８月 税理士登録

平成22年２月 株式会社アムリード 社外監査役

就任（現任）

平成22年５月 BTホールディングス株式会社（現

株式会社プリマジェスト） 社外

監査役就任

平成22年６月 当社監査役就任

平成24年６月 当社取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役

（常勤）
― 加藤 孝子 昭和26年９月29日生

昭和45年４月 日本無線株式会社入社

(注)４ 200

平成12年６月 ネイブルリサーチ株式会社 取締

役就任

平成16年３月 エトー建物管理株式会社入社

平成16年８月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 佐藤 孝幸 昭和44年10月10日生

平成４年４月 スイス・ユニオン（現UBS）銀行

東京支店入行

(注)５ ―

平成８年４月 デロイト・トゥシュ・トーマツ会

計事務所（米国サン・フランシス

コ事務所）入所

平成９年７月 米国公認会計士（モンタナ州）登

録

平成12年10月弁護士登録（東京弁護士会所属）

平成14年４月 佐藤経営法律事務所開設

平成16年７月 エース損害保険株式会社 社外監

査役就任

平成18年10月ステート・ストリート信託銀行株

式会社 社外監査役就任

平成19年５月 株式会社シーズメン 社外監査役

就任

平成19年６月 当社監査役就任（現任）

監査役 ― 若松 弘之 昭和46年９月20日生

平成７年４月 監査法人トーマツ（現有限責任監

査法人トーマツ）入所

(注)６ ―

平成10年４月 公認会計士登録

平成20年10月公認会計士若松弘之事務所代表

（現任）

トキワユナイテッドパートナーズ

パートナー

平成22年４月 ビジネス・ブレークスルー大学経

営学部講師（現任）

平成22年６月 株式会社ウィザス 社外監査役就

任（現任）

平成22年８月 税理士登録

平成23年６月 株式会社イースタン 社外監査役

就任（現任）

平成24年６月 当社監査役就任（現任）

　 　 　 計　 　 　 8,547,800

（注）１．取締役青柳立野及び中村伊知哉は、社外取締役であります。

　　　２．監査役加藤孝子、佐藤孝幸及び若松弘之は、社外監査役であります。

　　　３．平成25年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　４．平成22年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　５．平成23年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　６．平成24年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　７．当社は平成25年２月21日開催の取締役会決議により、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を

行っております。そのため、所有株式数は株式分割後の株式数を記載しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスを企業価値の最大化を目指すための経営統治機能と位置付けております。このた

め、当社は事業の拡大に対応して、適宜、組織の見直しを行い、各事業の損益管理、職務権限と責任の明確化を図ってお

ります。また、会社の意思決定機関である取締役会の機能充実、監査役及び監査役会による取締役の業務執行に対する

監視機能の充実、業務遂行上の不正を防止する内部統制機能の充実を図ることにも注力しております。

② コーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社の提出日現在におけるコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、以下のとおりであります。

　

　
イ　取締役及び取締役会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　取締役会は社外取締役２名を含む取締役７名で構成され、原則として毎月１回定期的に取締役会を開催し、迅速か

つ効率化な意思決定を行う体制としております。また、取締役の経営責任をより明確にし、経営環境の変化に迅速に

対応できる経営体制を構築するため、取締役の任期を短縮し１年としております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

ロ　執行役員制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社では権限委譲による意思決定の迅速化を図り、経営の効率性を高めるため執行役員制度を導入しております。

７名（うち４名は取締役兼務）の執行役員は、取締役会及び経営会議で決定した方針のもと、与えられた権限の範囲

内で担当業務の意思決定及び業務執行を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ハ　経営会議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社では、取締役会の意思決定を速やかに行い、重要事項について十分な審議を行うために経営会議を設置してお

ります。経営会議は、原則として毎月１回定期的に開催しておりますが、必要がある場合には随時開催することとし

ております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ニ　監査役会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社は、監査役設置会社であります。監査役会は３名の社外監査役（うち１名は常勤監査役）で構成されており、原

則として毎月１回定期的に開催されております。また、監査役監査は年度計画に基づいて行われ、監査役会において

報告・協議し、取締役に対し適宜意見を述べ、内部監査及び会計監査人との連携により全般的な監査を実施しており
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ます。

ホ　内部統制システムの整備状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当社では、内部統制システム構築の基本方針に基づき、社内体制の整備を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・コンプライアンス体制の整備状況としては、「倫理規程」の策定、内部通報の構築・運用を行っております。　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・リスク管理体制の整備状況としては、内部統制委員会を設置し、各部門の担当業務に関連して発生しうるリスクを

把握、評価し、その低減に努めております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・情報管理体制としては、「文書管理規程」を策定している他、個人情報漏洩についてのリスクを十分認識し、個人

情報保護への体制を強化しております。また、当社独自のプライバシーポリシーを策定し、社内全体で運用体制を

構築し、情報の取扱いに関する権限の設定や社内教育による啓蒙活動の実施により情報保護の徹底を図っており

ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
③ 社外取締役及び社外監査役との間で締結している責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、いずれも金１万円以上であらかじめ定め

た額と法令が定める最低責任限度額とのいずれか高い額としております。

　
④ 内部監査及び監査役監査

　当社の内部監査及び監査役監査の組織は、内部監査の組織体制として内部監査室を設置し、専任担当者を２名配置し

ております。同室では、内部監査を実施し、その結果の報告、内部監査指摘事項の改善状況の調査・報告を当社の代表取

締役社長に行っております。これにより、不正取引の発生防止や業務の効率性改善等に努め、会社の業績向上、遵法経営

を通じて会社の発展に寄与することを目的とした内部監査を実施しております。

　監査役は、定期的な監査役会の開催の他、取締役会への出席、その他社内の重要な会議への出席、会社財産の調査及び

業務の調査等を通じて取締役の業務を充分に監査できる体制となっており、不正行為又は法令もしくは定款に違反す

る事実の発生防止にも取り組んでおります。また、内部監査室との定期的な報告・意見・情報交換を行い、内部統制が

有効に機能するよう図っております。

　内部監査室、監査役及び会計監査人の相互連携について、内部監査室は、内部監査の状況を監査役会に報告し、適時に

会合を行い意見及び情報の交換を行っております。監査役は、四半期毎に会計監査人より監査結果報告を聴取し、必要

に応じて会計監査人に報告を求めるなど情報の共有化を行っております。さらに監査役は、会計監査人に対して、監査

計画、監査実施状況、監査結果等について報告を求めるなど、監査機能の有効性・効率性を高めるための取組みを行っ

ております。

　
⑤ 社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は取締役７名のうち２名を選任しております。また、社外監査役は監査役３名のうち３名を選任し

ております。社外取締役には、独立した立場からの監督機能を、社外監査役には、取締役の影響を受けず業務執行を客観

的に監査することを期待して選任し、経営監視機能の実効性を確保しております。

　社外監査役は、上記②に記載のとおり、会計監査人及び内部監査室と連携を密にとっております。

イ　各社外取締役及び各社外監査役、並びに当該社外取締役及び社外監査役が現在までに在籍していた会社と当社との

人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　社外取締役青柳立野氏及び社外監査役若松弘之氏は、有限責任監査法人トーマツの出身者であり、当該監査法人は

当社の会計監査人であります。同社と当社との取引関係については（2）監査報酬の内容等をご参照ください。

　その他各社外取締役及び社外監査役、並びに当該社外取締役及び社外監査役が現在までに在籍していた会社と当社

との間には人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

ロ　社外取締役及び社外監査役が当社のコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能及び役割

　社外取締役中村伊知哉氏は、デジタルメディアを中心とした研究に長年携わっているほか、かかる分野における事

業会社の役員も歴任されているため、当社の事業領域について豊富な見識・実績を有しております。その知識経験に

基づき、経営に関する重要事項の審議に際し適宜助言を行うなど、意思決定に参画しております。

　社外取締役青柳立野氏は、公認会計士としての経験・見識が豊富であり、当社の論理に捉われない客観的視点で独

立性をもって経営の監視を遂行し、取締役会の透明性の向上及び監督機能の強化に十分な役割を果たしております。

また、その知識経験に基づき、経営に関する重要事項の審議に際し適宜助言を行うなど、意思決定に参画しておりま

す。

　社外監査役加藤孝子氏は、長年にわたり経理業務の経験を重ね、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

り、その知識経験に基づき、議案審議等に適宜助言又は提言を行っております。

　社外監査役佐藤孝幸氏は、弁護士及び米国公認会計士の資格を有しており、その専門的見地から議案審議等に適宜

助言又は提言を行っております。

　社外監査役若松弘之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、その専門的見地から議案審議等に適宜助言
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又は提言を行っております。

ハ　社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準又は方針

　社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりません。

　

⑥ 役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック　　　　オ
プション

取締役
(社外取締役を除く。)

44 44 0 4

監査役
(社外監査役を除く。)

－ － － －

社外役員 27 27 － 6

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　使用人給与がないため、記載しておりません。

ニ  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

　当社は役員の報酬等の額の決定に関しては、取締役報酬規程にて定めており、その内容は同業他社の水準、業績及び

従業員給与との均衡等を考慮して、株主総会が決定する報酬総額の限度内において取締役会決議に基づきこれを決

定するとしております。

　
⑦ 株式の保有状況

　該当事項はありません。

　
⑧ 会計監査の状況

　当社は、会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、同監査法人が会社法及び金融商品

取引法に基づく会計監査を実施しております。当事業年度において業務を執行した公認会計士は次のとおりでありま

す。

指定有限責任社員　業務執行社員　中桐光康

指定有限責任社員　業務執行社員　菊地　徹

　また、当社の監査業務にかかる補助者は公認会計士６名、その他７名であります。

　
⑨ 取締役の定数

　当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

　
⑩ 取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することが出来る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨を

定款で定めております。

　解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分

の２以上をもって行う旨定款に定めております。
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⑪ 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権

限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を図ることを目的とするものであります。

　
⑫ 中間配当の決定機関

　当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をする

ことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　
⑬ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。

　
⑭ 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって、取締役及び監査役（取締役及び監査役で

あったものを含む。）の同法第423条第１項における賠償責任を法令の限度において、免除できる旨を定款に定めてお

ります。これは、職務の遂行にあたって期待される役割を十分発揮できることを目的とするものであります。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区    分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 28 － 27 －

計 28 － 27 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

　該当事項はありません。

　
当連結会計年度

　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　監査日数、当社グループの規模・業務の特性等の要素を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

　
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

　
２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツにより監査を受けております。

　
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、四半期毎に行われる各種セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,423 13,199

売掛金 5,073 3,266

繰延税金資産 307 235

その他 ※1
 153 125

貸倒引当金 △165 △110

流動資産合計 15,792 16,717

固定資産

有形固定資産

建物 432 440

減価償却累計額 △66 △114

建物（純額） 366 325

工具、器具及び備品 2,587 2,081

減価償却累計額 △1,697 △1,494

工具、器具及び備品（純額） 890 587

その他 2 4

減価償却累計額 △0 △0

その他（純額） 2 3

有形固定資産合計 1,258 916

無形固定資産 317 277

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,109

※1
 1,192

繰延税金資産 574 461

その他 598 587

投資損失引当金 － △68

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 2,280 2,171

固定資産合計 3,857 3,365

資産合計 19,649 20,083
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 946 925

未払法人税等 907 377

預り金 2,709 2,116

賞与引当金 185 197

その他 99 114

流動負債合計 4,848 3,731

固定負債

資産除去債務 21 21

その他 57 38

固定負債合計 78 59

負債合計 4,926 3,791

純資産の部

株主資本

資本金 3,765 3,765

資本剰余金 3,735 3,735

利益剰余金 8,955 10,409

自己株式 △1,753 △1,690

株主資本合計 14,704 16,220

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 0 －

為替換算調整勘定 △32 4

その他の包括利益累計額合計 △32 4

新株予約権 50 67

純資産合計 14,722 16,291

負債純資産合計 19,649 20,083
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 13,334 12,632

売上原価 4,278 3,636

売上総利益 9,056 8,995

販売費及び一般管理費 ※1
 6,861

※1
 6,421

営業利益 2,194 2,574

営業外収益

受取利息 8 9

投資事業組合運用益 65 26

為替差益 7 44

その他 9 11

営業外収益合計 91 92

営業外費用

持分法による投資損失 163 36

その他 14 0

営業外費用合計 178 37

経常利益 2,107 2,629

特別利益

関係会社株式売却益 3 406

その他 － 7

特別利益合計 3 413

特別損失

固定資産除却損 ※2
 34

※2
 156

賃貸借契約解約損 128 －

のれん償却額 ※3
 416

※3
 56

投資損失引当金繰入額 － 68

その他 1 17

特別損失合計 581 298

税金等調整前当期純利益 1,529 2,744

法人税、住民税及び事業税 1,117 905

法人税等調整額 △326 184

法人税等合計 790 1,090

少数株主損益調整前当期純利益 738 1,654

少数株主損失（△） △10 －

当期純利益 749 1,654
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 738 1,654

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 △0

為替換算調整勘定 △5 36

その他の包括利益合計 ※1
 △5

※1
 36

包括利益 732 1,691

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 743 1,691

少数株主に係る包括利益 △10 －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,765 3,765

当期変動額

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 3,765 3,765

資本剰余金

当期首残高 3,735 3,735

当期変動額

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 3,735 3,735

利益剰余金

当期首残高 8,361 8,955

当期変動額

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 749 1,654

自己株式の処分 － △51

当期変動額合計 594 1,453

当期末残高 8,955 10,409

自己株式

当期首残高 － △1,753

当期変動額

自己株式の取得 △1,753 －

自己株式の処分 － 62

当期変動額合計 △1,753 62

当期末残高 △1,753 △1,690

株主資本合計

当期首残高 15,862 14,704

当期変動額

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 749 1,654

自己株式の取得 △1,753 －

自己株式の処分 － 10

当期変動額合計 △1,158 1,516

当期末残高 14,704 16,220

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 － 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

為替換算調整勘定

当期首残高 △26 △32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 36

当期変動額合計 △5 36

当期末残高 △32 4

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △26 △32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△5 36

当期変動額合計 △5 36

当期末残高 △32 4

新株予約権

当期首残高 13 50

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 16

当期変動額合計 37 16

当期末残高 50 67

少数株主持分

当期首残高 149 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △149 －

当期変動額合計 △149 －

当期末残高 － －

純資産合計

当期首残高 15,999 14,722

当期変動額

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 749 1,654

自己株式の取得 △1,753 －

自己株式の処分 － 10

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △118 53

当期変動額合計 △1,276 1,569

当期末残高 14,722 16,291
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,529 2,744

減価償却費 648 462

のれん償却額 510 119

貸倒引当金の増減額（△は減少） 105 △55

賞与引当金の増減額（△は減少） 48 11

投資損失引当金の増減額（△は減少） － 68

受取利息及び受取配当金 △8 △9

為替差損益（△は益） △7 △40

持分法による投資損益（△は益） 163 36

投資事業組合運用損益（△は益） △65 △26

関係会社株式売却益 △3 △406

固定資産除却損 34 156

賃貸借契約解約損 128 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,396 1,802

未払金の増減額（△は減少） △630 △35

預り金の増減額（△は減少） 1,328 △592

その他 133 37

小計 2,519 4,271

利息の受取額 8 8

利息の支払額 △0 －

法人税等の支払額 △1,484 △1,444

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,043 2,836

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,000 △6,000

定期預金の払戻による収入 4,000 5,000

有価証券の取得による支出 △50 －

有形固定資産の取得による支出 △831 △73

無形固定資産の取得による支出 △78 △28

投資有価証券の取得による支出 △530 △201

投資有価証券の分配による収入 102 57

関係会社株式の売却による収入 24 491

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △544
※2

 △224

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出 ※3

 △243
※3

 △12

貸付金の回収による収入 320 －

その他 △139 45

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,971 △946
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △1 －

長期借入金の返済による支出 △36 －

株式の発行による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △1,753 －

自己株式の処分による収入 － 10

配当金の支払額 △153 △148

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,943 △137

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,870 1,776

現金及び現金同等物の期首残高 11,293 7,423

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 7,423

※1
 9,199
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　７社

主要な連結子会社の名称

株式会社ミクシィ・リクルートメント

株式会社ミクシィ・リサーチ

株式会社kamado及び株式会社ミクシィ・リサーチについては新たに株式を取得したため、Scrum Ventures 

Fund Ⅰ, L.P.については新たに設立したため、それぞれ当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

また、前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社ネイキッドテクノロジー及び株式会社コニットにつ

いては保有する全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

(2）非連結子会社の名称等

株式会社イー・マーキュリー

（連結の範囲から除いた理由）

株式会社イー・マーキュリーは小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外

しております。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　４社

関連会社の名称

空飛ぶ株式会社

株式会社グレンジ

株式会社トーチライト

株式会社フレンゾ

前連結会計年度まで持分法適用関連会社であったPikkle株式会社、株式会社コミュニティファクトリー、株

式会社アールシンク、株式会社バスキュール号については保有する全株式を売却したため、持分法の適用範囲

から除外しております。

(2）持分法を適用しない非連結子会社数　１社

非連結子会社の名称

株式会社イー・マーキュリー

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除

外しております。

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の決算日の財務諸表を使用して

おります。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち上海明希網絡科技有限公司、上海蜜秀網絡科技有限公司、株式会社kamado、Scrum Ventures

Fund Ⅰ, L.P.の決算日は12月末日であり、それぞれの決算日の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間

に生じた連結上重要な取引に関しては必要な調整を行っております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業組合等への出資持分については、直近の決算

日の財務諸表を基礎とし、持分相当額を純額で取込む方法を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

主に定率法を採用しております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８～50年

工具、器具及び備品　３～20年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 投資損失引当金

市場価格のない有価証券に対する投資損失に備えるため、健全性の観点から、投資先の財政状態等を勘案して

必要額を計上しております。

③ 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、２年間の定額法により償却しておりま

す。ただし、金額的に重要性の乏しい場合には、発生時に一括償却しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

　
（表示方法の変更）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「関係会社株

式売却益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた133百万円は、「関係会社株式売却益」△3百万円、「その他」136百万円として組み替え

ております。

　
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払消費税等の増

減額（△は減少）」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含めて表示することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度

の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「未払消費税等の増減額（△は減少）」に表示していた△3百万円は、「その他」として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

投資有価証券（株式） 354百万円 225百万円

その他（社債） 50百万円 －百万円

　

（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

給与手当 1,732百万円 1,726百万円

決済手数料 1,099百万円 1,461百万円

　

※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

  ソフトウェア 2百万円 110百万円

  工具、器具及び備品 32百万円 45百万円

  計 34百万円 156百万円

　

※３．特別損失ののれん償却額は、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（日本公認会計士協会最終

改正平成23年１月12日　会計制度委員会報告第７号）第32項の規定に基づき、のれんを償却したものであります。

　
（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

（百万円）

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

  当期発生額 0 －

  組替調整額 － △0

    税効果調整前 0 △0

　　税効果額 － －

    その他有価証券評価差額金 0 △0

為替換算調整勘定 　 　

  当期発生額 △5 36

　組替調整額 － －

    税効果調整前 △5 36

　　税効果額 － －

    為替換算調整勘定 △5 36

その他の包括利益合計 △5 36
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 155,092 14 － 155,106

（変動事由の概要）

増加数の内容は、以下のとおりであります。

ストック・オプションの行使による増加　　　　　14株

　
２．自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) － 6,000 － 6,000

（変動事由の概要）

増加数の内容は、以下のとおりであります。

平成23年５月18日の取締役会決議による自己株式の取得　6,000株

　
３．新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― 50

合計 　 ― 50

　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 155 1,000平成23年３月31日 平成23年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 149 1,000平成24年３月31日 平成24年６月７日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 155,106 － － 155,106

　
２．自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,000 － 214 5,786

（変動事由の概要）

減少数の内容は、以下のとおりであります。

新株予約権の行使による処分に伴う減少　　　　214株

　
３．新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― 67

合計 ― 67

　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 149 1,000平成24年３月31日 平成24年６月７日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 328 2,200平成25年３月31日平成25年６月10日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

現金及び預金勘定 10,423百万円 13,199百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,000百万円 △4,000百万円

現金及び現金同等物 7,423百万円 9,199百万円

　

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　株式の取得により新たに株式会社ネイキッドテクノロジーを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、当

該子会社株式の取得価額及び取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 3百万円

固定資産 2百万円

のれん 502百万円

流動負債 △7百万円

固定負債 △0百万円

株式の取得価額 501百万円

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △2百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 498百万円

　

　株式の取得により新たに株式会社コニットを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、当該子会社株式の

取得価額及び取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 91百万円

固定資産 2百万円

のれん 75百万円

流動負債 △13百万円

固定負債 △36百万円

株式の取得価額 120百万円

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △74百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 45百万円

　
当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　株式の取得により新たに株式会社kamadoを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、当該子会社株式の取

得価額及び取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 16百万円

固定資産 1百万円

のれん 28百万円

流動負債 △5百万円

株式の取得価額 41百万円

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △16百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 24百万円

　

　株式の取得により新たに株式会社ミクシィ・リサーチを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、当該子

会社株式の取得価額及び取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 101百万円

のれん 200百万円

流動負債 △1百万円

株式の取得価額 301百万円

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △101百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 199百万円
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※３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　株式の売却により株式会社トーチライト(旧株式会社ネクスパス)が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及

び負債の内訳、当該会社株式の売却価額及び売却による支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 282百万円

固定資産 17百万円

のれん 44百万円

流動負債 △16百万円

利益剰余金 28百万円

少数株主持分 △138百万円

売却後の関係会社株式勘定 △180百万円

株式売却損 △1百万円

株式の売却価額 35百万円

現金及び現金同等物 △278百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △243百万円

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　株式の売却により株式会社コニットが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳、当該会社株式

の売却価額及び売却による支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 17百万円

固定資産 0百万円

流動負債 △8百万円

株式売却損 △9百万円

株式の売却価額 0百万円

現金及び現金同等物 △12百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △12百万円

　

（リース取引関係）

前連結会計年度（平成24年３月31日）

内容の重要性が乏しく、また契約の一件当たりの金額が少額のため記載を省略しております。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

内容の重要性が乏しく、また契約の一件当たりの金額が少額のため記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ミクシィ(E05617)

有価証券報告書

62/97



　
（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い短期の金融資産に限定し運用を行っております。連結子会社に

おける資金調達に関しては内部資金及び銀行等金融機関からの借入により行う方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

金融資産の主なものには、現金及び預金、売掛金、投資有価証券があります。預金については、主に普通預金及び短

期の定期預金であり、預入先の信用リスクに晒されておりますが、預入先は信用度の高い銀行であります。売掛金につ

いては、顧客の信用リスクに晒されておりますが、債権管理規程に従い債権管理担当者が定期的に取引先の信用状態

を把握し、取引先ごとの期日及び残高の管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。また、当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち11.1％が特定の大口顧客に対する

ものであります。投資有価証券については、主に業務上の関係を有する企業の株式及び投資事業組合に対する出資金

であり、信用リスクに晒されておりますが、定期的に発行体及び投資事業組合の財務状況を把握しております。

金融負債の主なものには、未払金、未払法人税等、預り金があります。未払金、預り金については、そのほとんどが

２ヵ月以内の支払い期日であります。また、資金調達ができなくなる流動性リスクについては、当社の手元資金は潤沢

であり流動性は確保できております。連結子会社においては、担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新し、流動性

リスクを管理しております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)参照）。
　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額（*）

（百万円）
時価（*）
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 10,423 10,423 －

(2) 売掛金 5,073 5,073 －

(3) 未払金 (946) (946) －

(4) 未払法人税等 (907) (907) －

(5) 預り金 (2,709) (2,709) －

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 13,199 13,199 －

(2) 売掛金 3,266 3,266 －

(3) 未払金 (925) (925) －

(4) 未払法人税等 (377) (377) －

(5) 預り金 (2,116) (2,116) －

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
　

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 未払金、(4) 未払法人税等、(5) 預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

非上場株式 473 344

投資事業組合出資金 635 847

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、含めておりません。
　

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 10,423 － － －

売掛金 5,073 － － －

合計 15,496 － － －
　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 13,199 － － －

売掛金 3,266 － － －

合計 16,466 － － －

　

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　
当連結会計年度（平成25年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社１社は、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を選択性で採用しております。

　
２．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

確定拠出年金への掛金支払額 13百万円 24百万円

退職給付費用 13百万円 24百万円
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（ストック・オプション等関係）

１．費用計上額及び科目名

　 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費 37百万円 23百万円

　
２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　 前連結会計年度 当連結会計年度

特別利益（その他） － 7百万円

　
３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成17年

ストック・オプション①

平成17年

ストック・オプション②

平成17年

ストック・オプション③

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　22名 当社従業員　　　28名
当社監査役　　　１名
当社外部協力者　２名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　 275,000株普通株式　 250,000株普通株式　 14,000株

付与日 平成17年３月16日 平成17年10月21日 平成17年10月21日

権利確定条件
確定条件は付されており
ません。

同左 同左

対象勤務期間 対象期間はありません。 同左 同左

権利行使期間
平成19年２月１日から
平成26年12月31日まで

平成19年11月１日から
平成27年９月30日まで

平成19年11月１日から
平成27年９月30日まで

　

　
平成18年

ストック・オプション②

平成18年

ストック・オプション③

平成22年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　22名 当社外部協力者　１名 当社外部協力者　19名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　　 10,800株普通株式　　　1,000株 普通株式　　　20,000株

付与日 平成18年４月28日 平成18年４月28日 平成22年６月10日

権利確定条件
確定条件は付されており
ません。

同左 同左

対象勤務期間 対象期間はありません。 同左 同左

権利行使期間
平成20年５月１日から
平成28年３月31日まで

平成20年５月１日から
平成28年３月31日まで

平成24年６月10日から
平成27年６月９日まで

　

　
平成23年

ストック・オプション

平成24年

ストック・オプション

平成25年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　　　86名

子会社従業員　　１名

当社取締役　　　１名

当社従業員　　　14名
当社従業員　　　５名

ストック・オプション数 (注) 普通株式　　37,000株 普通株式　　40,300株 普通株式　　 6,600株

付与日 平成23年６月２日 平成24年８月27日 平成25年２月15日

権利確定条件
確定条件は付されており
ません。

同左 同左

対象勤務期間 対象期間はありません。 同左 同左

権利行使期間
平成25年６月２日から
平成28年６月１日まで

平成26年８月27日から
平成29年８月26日まで

平成27年２月15日から
平成30年２月14日まで

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

また、平成17年９月27日付で１株につき５株の株式分割、平成19年７月１日付で１株につき２株の株式分割、平成25

年４月１日付で１株につき100株の株式分割をしているため、分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成25年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

　
平成17年

ストック・オプション①

平成17年

ストック・オプション②

平成17年

ストック・オプション③

権利確定前　　　（株）    

　前連結会計年度末 － － －

　付与 － － －

　失効 － － －

　権利確定 － － －

　未確定残 － － －

権利確定後　　　（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 3,000 27,400 5,000

　権利確定 － － －

　権利行使 － 21,400 －

　失効 － － －

　未行使残 3,000 6,000 5,000

　

　
平成18年

ストック・オプション②

平成18年

ストック・オプション③

平成22年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）    

　前連結会計年度末 － － 20,000

　付与 － － －

　失効 － － －

　権利確定 － － 20,000

　未確定残 － － －

権利確定後　　　（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 1,800 400 －

　権利確定 － － 20,000

　権利行使 － － －

　失効 1,000 － 5,000

　未行使残 800 400 15,000

　

　
平成23年

ストック・オプション

平成24年

ストック・オプション

平成25年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）    

　前連結会計年度末 36,900 － －

　付与 － 40,300 6,600

　失効 8,600 － －

　権利確定 － － －

　未確定残 28,300 40,300 6,600

権利確定後　　　（株） 　 　 　

　前連結会計年度末 － － －

　権利確定 － － －

　権利行使 － － －

　失効 － － －

　未行使残 － － －

（注）平成17年９月27日付で１株につき５株の株式分割、平成19年７月１日付で１株につき２株の株式分割、平成25年４

月１日付で１株につき100株の株式分割をしているため、分割後の株式数に換算して記載しております。
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② 単価情報

　
平成17年

ストック・オプション①

平成17年

ストック・オプション②

平成17年

ストック・オプション③

権利行使価格　　　　　　（円） 250 500 500

行使時平均株価　　　　　（円） － 1,554 －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

　

　
平成18年

ストック・オプション②

平成18年

ストック・オプション③

平成22年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 1,250 1,250 4,989

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － 1,650

　

　
平成23年

ストック・オプション

平成24年

ストック・オプション

平成25年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 3,149 1,333 2,021

行使時平均株価　　　　　（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） 1,349 420 480

（注）平成17年９月27日付で１株につき５株の株式分割、平成19年７月１日付で１株につき２株の株式分割、平成25年４

月１日付で１株につき100株の株式分割をしているため、分割後の価格に換算して記載しております。

　

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1）使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

(2）使用した主な基礎数値及びその見積方法

　
平成24年

ストック・オプション

平成25年

ストック・オプション

株価変動性　　　　　　　 52.848％（注)１ 50.466％（注)２

予想残存期間　　　　　　(注)３ 3.5年 同左

予想配当　　　　　　　　(注)４ 1,000円／株 1,000円／株

無リスク利子率　　　　　(注)５ 0.116％ 0.077％

（注）１．平成21年２月27日～平成24年８月27日の株価実績に基づき算定しております。

２．平成21年８月14日～平成25年２月15日の株価実績に基づき算定しております。

３．十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使され

るものと推定して見積もっております。

４．平成24年３月期の配当実績によっております。

５．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　

  繰越欠損金 80百万円　 95百万円

  未払金 45百万円　 22百万円

  未払事業税 71百万円　 38百万円

  賞与引当金 69百万円　 72百万円

  ソフトウェア 310百万円　 431百万円

  貸倒引当金 59百万円　 37百万円

  貸倒損失 47百万円　 54百万円

  投資損失引当金 －百万円 　 24百万円

  投資事業組合運用損 －百万円 　 22百万円

  関係会社株式評価損 234百万円　 －百万円

  その他 56百万円　 51百万円

  繰延税金資産小計 975百万円　 850百万円

  評価性引当額 △88百万円　 △148百万円

  繰延税金資産合計 887百万円　 701百万円

繰延税金負債 　 　 　

  資産除去債務に対応する除去費用 △5百万円　 △4百万円

  繰延税金負債合計 △5百万円　 △4百万円

繰延税金資産の純額 881百万円　 696百万円

　

(注)  前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成25年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 307百万円　 235百万円

固定資産－繰延税金資産 574百万円　 461百万円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.7％　 －

（調整） 　 　 　

  持分法による投資損失 4.4％　 －

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 4.4％　 －

  留保金課税 2.7％　 －

  その他 △0.5％　 －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.7％　 －

(注)  当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループはインターネット上でウェブサイトの運営事業を中心に事業活動を展開しております。その中で、

「ソーシャルネット事業」及び「Find Job !事業」の２つを報告セグメントとしております。

「ソーシャルネット事業」は、SNS「mixi」の運営を、「Find Job !事業」は、Web系求人サイト「Find Job !」の

運営を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載の方法と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

なお、セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなって

いないため記載しておりません。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失その他の項目の金額に関する情報

  前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸
表計上額
（注）３

ソーシャル
ネット事業

Find Job !
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 12,328 979 13,308 26 13,334 － 13,334

  セグメント間の内部売上高又
は振替高

58 1 60 － 60 △60 －

計 12,386 981 13,368 26 13,394 △60 13,334

セグメント利益又は損失（△） 3,861 825 4,686 △33 4,653△2,458 2,194

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 478 0 478 0 478 169 648

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スマートフォンアプリの開発や米

国における市場調査を行う事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,458百万円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない管理部

門等に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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  当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務諸
表計上額
（注）３

ソーシャル
ネット事業

Find Job !
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 11,550 960 12,510 121 12,632 － 12,632

  セグメント間の内部売上高又
は振替高

10 0 10 36 47 △47 －

計 11,560 961 12,521 157 12,679 △47 12,632

セグメント利益又は損失（△） 4,225 785 5,011 △238 4,773△2,199 2,574

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 325 1 326 1 327 134 462

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットリサーチや米国に

おける市場調査を行う事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,199百万円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない管理部

門等に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　
３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 2,762ソーシャルネット事業

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社 2,374ソーシャルネット事業

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　
３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社 1,800ソーシャルネット事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
（注）

全社・消去 合計
ソーシャル
ネット事業

Find Job !事業計

当期償却額 504 － 504 6 － 510

当期末残高 2 － 2 69 － 71

（注）「その他」の金額は、すべてスマートフォンアプリの開発を行う事業に係る金額であります。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
（注）

全社・消去 合計
ソーシャル
ネット事業

Find Job !事業 計

当期償却額 － － － 119 － 119

当期末残高 － － － 178 － 178

（注）「その他」の金額は、インターネットリサーチを行う事業とスマートフォンアプリの開発を行う事業に係る金額で

あります。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　
当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連
会社

株式会社
グレンジ

東京都
渋谷区

65百万円
インター
ネット関連
事業

(所有)
直接　49.0

mixi
Platform
ビジネスサ
ポートの提供

（注） － 預り金 345

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 預り金は、ユーザーからのmixiアプリ等の利用代金を預ったものです。取引条件については、一般取引条件と同様

に交渉のうえ決定しております。

　
当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連
会社

株式会社
グレンジ

東京都
渋谷区

65百万円
ソーシャル
アプリの開
発

(所有)
直接　49.0

役員の兼任
mixi
Platform
ビジネスサ
ポートの提供

（注） － 預り金 220

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 預り金は、ユーザーからのmixiアプリ等の利用代金を預ったものです。取引条件については、一般取引条件と同様

に交渉のうえ決定しております。

　

(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員 笠原健治 － －
当社代表取
締役社長

(被所有)

直接　57.3
－

自己株
式の取
得

1,252－ －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 自己株式の取得については、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-３)によるものであり、約定日の

前日の東京証券取引所における終値により決定しております。

　
当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 984円00銭 1,086円59銭

１株当たり当期純利益金額 49円98銭 110円83銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 49円88銭 110円73銭

(注) １．当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 749 1,654

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 749 1,654

普通株式の期中平均株式数(株) 14,996,954 14,929,157

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 30,998 12,526

(うち新株予約権)(株) (30,998) (12,526)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

平成22年５月26日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　20,000株

平成22年５月26日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　15,000株

平成23年５月18日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　36,900株

平成23年５月18日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　28,300株

なお、概要は「第４　提出会社
の状況　１．株式等の状況　
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

平成24年８月３日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　40,300株

　

平成25年１月24日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　 6,600株

　

なお、概要は「第４　提出会社
の状況　１．株式等の状況　
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

１．株式分割及び単元株制度の採用

当社は、平成25年２月21日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付で以下の株式分割及び単元株制度の採

用を実施いたしました。

　
(1) 株式分割及び単元株制度採用の目的

平成19年11月に全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、１株を100株に

分割するとともに単元株式数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

　
(2) 株式分割の概要

① 分割の方法

平成25年３月31日＜当日が休日につき実質的には平成25年３月29日＞を基準日として、同日最終の株主名簿に記

載又は記録された株主の所有する普通株式を、１株につき100株の割合で分割いたしました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 155,106株（自己株式5,786株を含む）

株式分割により増加する株式数 15,355,494株

株式分割後の発行済株式総数 15,510,600株（自己株式578,600株を含む）

株式分割後の発行可能株式総数 52,800,000株

③ 分割の日程

基準日 平成25年３月31日

効力発生日 平成25年４月１日

　
(3) 単元株制度の採用

① 新設する単元株式の数

単元株制度を採用し、単元株式数を100株といたしました。

② 効力発生日

平成25年４月１日

　
(4) １株当たり情報に及ぼす影響

これによる影響については、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して計算しており、「第５　経

理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項（１株当たり情報）」に記載しております。

　

２．取締役に対する株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行

当社は、平成25年６月25日開催の第14期定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く）に対して株式報

酬型ストック・オプションを発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することを決議しております。

詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(9) ストックオプション制度の内容」に記載しておりま

す。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

　

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、資産除去債務明細表の作成を省略しており

ます。
　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 3,539 6,817 9,922 12,632

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(百万円) 957 1,937 2,647 2,744

四半期(当期)純利益
金額

(百万円) 562 1,205 1,621 1,654

１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 37.71 80.77 108.61 110.83

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額

(円) 37.71 43.06 27.84 2.22

(注) 当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,091 11,358

売掛金 4,961 3,151

有価証券 50 －

前払費用 90 87

繰延税金資産 274 223

短期貸付金 ※1
 117

※1
 350

その他 378 50

貸倒引当金 △163 △109

流動資産合計 14,800 15,111

固定資産

有形固定資産

建物 431 431

減価償却累計額 △64 △112

建物（純額） 366 319

工具、器具及び備品 2,542 2,026

減価償却累計額 △1,673 △1,460

工具、器具及び備品（純額） 868 566

有形固定資産合計 1,234 886

無形固定資産

ソフトウエア 245 78

その他 0 18

無形固定資産合計 245 96

投資その他の資産

投資有価証券 410 603

関係会社株式 1,135 1,613

関係会社出資金 85 85

敷金及び保証金 572 564

繰延税金資産 557 439

その他 19 16

投資損失引当金 － △184

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 2,781 3,139

固定資産合計 4,261 4,122

資産合計 19,062 19,233
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 931 897

未払費用 11 7

未払法人税等 541 269

未払消費税等 15 65

前受金 28 25

預り金 ※1
 2,706

※1
 2,112

賞与引当金 176 187

その他 － 0

流動負債合計 4,411 3,565

固定負債

資産除去債務 21 21

その他 57 38

固定負債合計 78 59

負債合計 4,490 3,625

純資産の部

株主資本

資本金 3,765 3,765

資本剰余金

資本準備金 3,735 3,735

資本剰余金合計 3,735 3,735

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 8,772 9,730

利益剰余金合計 8,772 9,730

自己株式 △1,753 △1,690

株主資本合計 14,521 15,541

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 －

評価・換算差額等合計 0 －

新株予約権 50 67

純資産合計 14,571 15,608

負債純資産合計 19,062 19,233
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 12,381 11,563

売上原価 4,329 3,634

売上総利益 8,051 7,928

販売費及び一般管理費 ※1
 6,508

※1
 6,051

営業利益 1,543 1,877

営業外収益

受取利息 9 11

受取配当金 － ※3
 188

投資事業組合運用益 65 61

為替差益 2 48

その他 19 25

営業外収益合計 97 334

営業外費用

寄付金 12 －

その他 0 0

営業外費用合計 13 0

経常利益 1,626 2,212

特別利益

関係会社株式売却益 － 266

その他 － 7

特別利益合計 － 274

特別損失

賃貸借契約解約損 128 －

固定資産除却損 ※2
 29

※2
 155

関係会社株式評価損 540 150

投資損失引当金繰入額 － 184

その他 15 51

特別損失合計 713 541

税引前当期純利益 913 1,944

法人税、住民税及び事業税 751 616

法人税等調整額 △55 168

法人税等合計 695 785

当期純利益 217 1,159
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【売上原価明細書】

　 　
前事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

Ⅰ労務費　 　 988 22.8 1,212 33.4

Ⅱ経費　 ※１ 3,340 77.2 2,422 66.6

      当期売上原価 　 4,329 100.0 3,634 100.0

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目

前事業年度

(自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日)

当事業年度

(自　平成24年４月１日

　至　平成25年３月31日)

コンテンツ費用 299百万円 165百万円

賃借料 825百万円 632百万円

減価償却費 432百万円 299百万円

外注費 809百万円 909百万円

アドプログラム費 655百万円 193百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,765 3,765

当期変動額

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 3,765 3,765

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 3,735 3,735

当期変動額

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 3,735 3,735

資本剰余金合計

当期首残高 3,735 3,735

当期変動額

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 3,735 3,735

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 8,710 8,772

当期変動額

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 217 1,159

自己株式の処分 － △51

当期変動額合計 62 958

当期末残高 8,772 9,730

利益剰余金合計

当期首残高 8,710 8,772

当期変動額

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 217 1,159

自己株式の処分 － △51

当期変動額合計 62 958

当期末残高 8,772 9,730

自己株式

当期首残高 － △1,753

当期変動額

自己株式の取得 △1,753 －

自己株式の処分 － 62

当期変動額合計 △1,753 62

当期末残高 △1,753 △1,690
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 16,211 14,521

当期変動額

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 217 1,159

自己株式の取得 △1,753 －

自己株式の処分 － 10

当期変動額合計 △1,690 1,020

当期末残高 14,521 15,541

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 － 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

評価・換算差額等合計

当期首残高 － 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

新株予約権

当期首残高 13 50

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 16

当期変動額合計 37 16

当期末残高 50 67

純資産合計

当期首残高 16,225 14,571

当期変動額

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △155 △149

当期純利益 217 1,159

自己株式の取得 △1,753 －

自己株式の処分 － 10

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 16

当期変動額合計 △1,653 1,036

当期末残高 14,571 15,608
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業組合等への出資持分については、直近の決算日の財務諸表を基礎とし、持分相当額を純額で

取込む方法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　８～50年

工具、器具及び備品　　　３～20年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

市場価格のない有価証券に対する投資損失に備えるため、健全性の観点から、投資先の財政状態等を勘案して

必要額を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。
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（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「未収入金」については、金額的重要性が乏しく

なったため、当事業年度より「流動資産」の「その他」に含めて表示することとしております。この表示方法の変更

を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「未収入金」に表示していた362百万円は、「その

他」として組み替えております。

　
（損益計算書関係）

　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、金額的重要性が

増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた21百万円は、「為替差

益」２百万円、「その他」19百万円として組み替えております。

　

（貸借対照表関係）

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

短期貸付金 117百万円 350百万円

預り金 345百万円 220百万円

　

（損益計算書関係）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度21.8％、当事業年度27.2％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度78.2％、当事業年度72.8％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

給料手当 1,652百万円 1,654百万円

支払地代家賃 499百万円 497百万円

外注費 684百万円 595百万円

貸倒引当金繰入額 136百万円 66百万円

減価償却費 206百万円 150百万円

決済手数料 1,099百万円 1,461百万円

　

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

ソフトウェア 2百万円 110百万円

工具、器具及び備品 27百万円 45百万円

計 29百万円 155百万円

　

※３．各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

受取配当金 － 188百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) － 6,000 － 6,000

（変動事由の概要）

増加数の内容は、以下のとおりであります。

平成23年５月18日の取締役会決議による自己株式の取得　6,000株

　
当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,000 － 214 5,786

（変動事由の概要）

減少数の内容は、以下のとおりであります。

新株予約権の行使による処分に伴う減少　　　　214株

　

（リース取引関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

内容の重要性が乏しく、また契約の一件当たりの金額が少額のため記載を省略しております。

　
当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

内容の重要性が乏しく、また契約の一件当たりの金額が少額のため記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式及び

関連会社株式の時価を記載しておりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおり

であります。

区分
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

関係会社株式 1,135百万円 1,613百万円

関係会社出資金 85百万円 85百万円

計 1,221百万円 1,699百万円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　

  未払金 45百万円　 22百万円

  未払事業税 40百万円　 27百万円

  貸倒引当金 58百万円　 37百万円

  賞与引当金 67百万円　 71百万円

  資産除去債務 11百万円　 17百万円

  ソフトウェア 294百万円　 410百万円

  一括償却資産 －百万円 　 12百万円

  貸倒損失 47百万円　 54百万円

  投資損失引当金 －百万円 　 65百万円

  投資事業組合運用損 －百万円 　 22百万円

  関係会社出資金評価損 110百万円　 110百万円

  関係会社株式評価損 296百万円　 34百万円

  その他 38百万円　 15百万円

  繰延税金資産小計 1,009百万円　 901百万円

  評価性引当額 △172百万円　 △233百万円

  繰延税金資産合計 837百万円　 668百万円

繰延税金負債 　 　 　

  資産除去債務に対応する除去費用 △5百万円　 △4百万円

  繰延税金負債合計 △5百万円　 △4百万円

繰延税金資産の純額 831百万円　 663百万円

　
(注)  前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 274百万円　 223百万円

固定資産－繰延税金資産 557百万円　 439百万円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
　

当事業年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.7％　 38.0％

（調整） 　 　 　

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －％ 　 △3.7％

　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 7.0％　 0.6％

  留保金課税 4.5％　 1.5％

  繰延税金資産の評価性引当額 21.5％　 3.2％

  その他 2.5％　 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 76.2％　 40.4％

　

　
（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 973円88銭 1,040円83銭

１株当たり当期純利益金額 14円50銭 77円63銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 14円47銭 77円57銭

(注）１．当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

項目
前事業年度

(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 217 1,159

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 217 1,159

普通株式の期中平均株式数(株) 14,996,954 14,929,157

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 30,998 12,526

(うち新株予約権)(株) (30,998) (12,526)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

平成22年５月26日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　20,000株

平成22年５月26日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　15,000株

平成23年５月18日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　36,900株

平成23年５月18日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　28,300株

なお、概要は「第４　提出会社
の状況　１．株式等の状況　
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

平成24年８月３日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　40,300株

　

平成25年１月24日取締役会決
議ストック・オプション

（新株予約権）

普通株式　　　　 6,600株

　

なお、概要は「第４　提出会社
の状況　１．株式等の状況　
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

１．株式分割及び単元株制度の採用

当社は、平成25年２月21日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付で１株を100株に分割するとともに単元

株式数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に記載しております。また、

１株当たり情報に及ぼす影響については、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して計算しており、「第

５　経理の状況　２　財務諸表等　注記事項（１株当たり情報）」に記載しております。

　

２．取締役に対する株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行

当社は、平成25年６月25日開催の第14期定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く）に対して株式報

酬型ストック・オプションを発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することを決議しております。

詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(9) ストックオプション制度の内容」に記載しておりま

す。

　

３．会社分割

当社は、平成25年５月15日開催の取締役会において、当社のソーシャルネット事業のうち、インターネット広告事業

（インターネット広告に関する企画、制作及び広告代理に関する事業並びにインターネット広告に関するソフトウェア

（Demand-Side Platform 事業に関するものに限る。）の企画、設計、開発、使用許諾及び販売に関する事業）を分割し、

新設する株式会社ミクシィマーケティングに承継させることを決議いたしました。

　
(1) 会社分割の目的

広告事業をより一層発展させるためには、マーケットの変化に柔軟に対応できる体制等を実現することが必要であ

ると考え、本分割を実施いたします。今後、新設会社が当該事業に注力することで、ミクシィグループ全体としての事

業価値の最大化を実現させてまいります。

(2) 会社分割する事業内容、規模

事業の内容　　　　　　　　ソーシャルネット事業のうちインターネット広告事業

平成25年３月期の売上高　　4,680百万円（注）

(注）インターネット広告事業に従事している当社のパートナービジネス本部の売上高を記載しております。イン

ターネット広告事業に関しては、当社と株式会社ミクシィマーケティングとの間で広告販売に関する契約を

締結する予定であり、同社においては、同契約に基づいて当社に対する売上高が計上される予定です。

(3) 会社分割の形態

当社を分割会社とし、株式会社ミクシィマーケティングを新設会社とする新設分割（簡易分割）とします。

また、新設会社は、本分割に際して普通株式2,000株を発行し、その全てを当社に割り当てます。なお、本会社分割は、

会社法第805条に定める簡易分割に該当するため、株主総会の承認を得ずに行います。

(4) 会社分割に係る分割会社の概要

商号 株式会社ミクシィマーケティング

事業内容 インターネット広告事業

本店所在地
東京都渋谷区東一丁目２番20号

住友不動産渋谷ファーストタワー

代表者の氏名 代表取締役　辻 正隆

資本金 100百万円（予定）

純資産 391百万円（予定）

総資産 391百万円（予定）

　
(5) 会社分割の時期

　　分割の予定日（効力発生日）　　平成25年７月１日（予定）
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 芸者東京エンターテインメント株式会社 9,400 119

計 9,400 119

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

（投資事業組合出資金）

IVP FUND B,L.P.

 
－

 
301

CA Startups Internet Fund １号投資事

業有限責任組合
10 57

IVP FUND Ⅱ B,L.P. － 52

ANRI１号 投資事業有限責任組合 500 48

インキュベイトファンド２号投資事業有

限責任組合
10 24

計 520 483

　
【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 431 0 － 431 112 47 319

  工具、器具及び備品 2,542 69 585 2,026 1,460 322 566

  有形固定資産計 2,973 70 585 2,458 1,572 370 886

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  ソフトウェア 504 22 221 304 226 78 78

  その他 0 18 － 18 － － 18

  無形固定資産計 504 40 221 322 226 78 96

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品　コンピューター及びサーバー等の購入（69百万円）

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品　コンピューター及びサーバー等の除却（577百万円）

ソフトウェア　　　　広告配信システム等の除却（211百万円）

　
【引当金明細表】

区分
当期首残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)

(百万円)

当期減少額
(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 163 110 146 17 110

投資損失引当金 － 184 － － 184

賞与引当金 176 187 176 － 187

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 －

預金 　

  当座預金 4

  普通預金 5,852

  定期預金 5,500

  別段預金 0

小計 11,358

合計 11,358

　
② 売掛金

（イ）相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,009

KDDI株式会社 411

株式会社ウェブマネー 377

ソフトバンク・ペイメント・サービス株式会社 369

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社 362

その他 620

合計 3,151

　
（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)
─────
(A) ＋ (B)

 
× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

4,961 12,141 13,951 3,151 81.6 121.9

（注）消費税の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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③ 関係会社株式

区分 金額(百万円)

（子会社） 　

　　mixi America, Inc. 986

　　株式会社ミクシィ・リサーチ 301

　　株式会社ミクシィ・リクルートメント 65

　　その他 42

（関連会社） 　

　　株式会社トーチライト 149

　　株式会社グレンジ 63

　　その他 5

合計 1,613

　
④ 未払金

相手先 金額(百万円)

給与手当等 266

株式会社博報堂DYメディアパートナーズ 115

上海明希網絡科技有限公司 67

鈴与シンワート株式会社 47

株式会社アシスト 31

その他 368

合計 897

　
⑤ 未払法人税等

区分 金額(百万円)

法人税 160

住民税 37

事業税 72

合計 269

　
⑥ 預り金

相手先 金額(百万円)

株式会社ドリコム 288

株式会社グレンジ 220

株式会社enish 156

KLab株式会社 118

株式会社マーベラスAQL 108

その他 1,218

合計 2,112

　

(3) 【その他】

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日及び３月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.mixi.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．平成25年２月21日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付で１株を100株に分割するとともに、単元

株式数を100株とする単元株制度の採用を実施いたしました。

２．単元未満株式の買取り及び買増しにつきましては、平成25年４月１日以降、次のとおりとなっております。

　　取扱場所　

　　（特別口座）　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株式名簿管理人

　　（特別口座）　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　買取・買増手数料　　　無料
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第13期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)　平成24年６月27日関東財務局長に提出。

　
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月27日関東財務局長に提出。

　
(3) 四半期報告書及び確認書

第14期第１四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)　平成24年８月10日関東財務局長に提出。

第14期第２四半期(自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日)　平成24年11月９日関東財務局長に提出。

第14期第３四半期(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)　平成25年２月12日関東財務局長に提出。

　
(4) 臨時報告書

① 平成24年６月27日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。

② 平成25年５月16日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（会社の新設

分割）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成２５年６月２５日

　

株式会社ミクシィ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人  トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　　桐　　光　　康    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊    地          徹    印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ミクシィの平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附

属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ミクシィ及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ミク

シィの平成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社ミクシィが平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２. 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成２５年６月２５日

　

株式会社ミクシィ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人  トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    桐    光    康    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊    地          徹    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ミクシィの平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第１４期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ミクシィの平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２. 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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